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セル生産システムの導入による
工場現場の統合化
1980年代におけるトヨタの開発試作工場の試み
は じ め に
日本の製造業では, 1990年代のバブル経済崩壊後の不況期において一層の合理化が求めら
れる中で, 消費者ニーズの多様化や従業員意識の変化にも対応した生産システムとして, 機
械産業の組立分野を中心に多くのメーカーにセル生産システムが導入された｡ セル生産シス
テムは一定の成果を上げ, 2000年代には, セルの多様化, 加工分野への導入, オートメーショ
ン化, 海外工場への導入などの展開を見せながら, ライン生産システムと同様に１つの生産
システムとして進展し続けている｡
歴史的に遡れば, 現在のセル生産システムと同様なものは, ｢労働の人間化｣ の視点から
｢脱コンベアシステム｣, ｢チーム作業方式｣, ｢ワンマン・プロダクション｣ などと名づけら
れて, 欧米の企業のみならず, いくつかの日本企業でも試行された｡ 1960年代のソニーでは,
カラーテレビの製造において, 組立, 調整, 検査をすべて１人で行う ｢ワンマン・プロダク
ション｣ が採用された｡ 1970年代の三菱電機・中津川製作所・飯田工場では, 暖房機燃焼筒
の組立作業において, １人の作業者が組立, 部品供給, 検査を行う ｢JELシステム｣ と呼ば
れる生産システムが導入されている｡ 労働の人間化への対応だけでなく, 経済成長の鈍化,
オイルショック, NIES諸国の台頭によって, 高度経済成長期のように製品が売れなくなり,
コストダウンを目指して, 新しい生産システムの模索が始まったと推測されるが, 明確な成
果が伴わないものも少なくなかった｡ 1980年代には景気が上昇する中で, このような新しい
生産システムの多くは, ライン生産システムへと転換されていった1)｡
1980年代のトヨタ (1982年トヨタ自動車工業株式会社とトヨタ自動車販売株式会社が合併
しトヨタ自動車株式会社となるが, 本稿では両社ともトヨタと略す) では, 量産工場でのリー
ン生産システムの成果が国内はもとより世界から絶賛されるようになる｡ 一方で, 同社の試
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第四章 統合化を促進した体制
A. リーンな体制
1. JIT方式―プッシュ型とハイブリット型の導入―
2. ロット生産―期間ロットの導入―
3. 人員と設備の能力バランス
B. 信頼関係
1. トップ・マネジメントと工場責任者
2. 工場責任者と現場の従業員, 現場の従業員同士
おわりに―トヨタの開発試作工場の現代的意義と課題―
1. まとめ
2. 現代的意義
3. 課題
1) これらの事例に関しては, 次の資料に詳述されている｡ ソニーイーエムシーエス㈱ 『ソニー製造
とモノづくり―組立系編―』 ソニーイーエムシーエス㈱発行, 2005年｡ 長町三生 『職務設計の理論
と実際』 日本能率協会, 1975年｡ 酒巻久 『キヤノン方式のセル生産で意識が変わる 会社が変わる』
日本能率協会マネジメントセンター, 2006年｡
作部品の生産においては多くの課題を抱え, 量産工場での成果が次々に導入されるものの,
十分な成果が見られなかった｡ 同社の試作部品は, 1970年代には工機製造工場においてジョ
ブショップ型の生産システムで製造されていたが, 1980年代には生技開発部の管轄下で開発
試作工場を設置して製造されるようになった｡ その開発試作工場では, 当初はジョブショッ
プ型の生産システムで試作部品の生産を行っていたが, 多くの課題を解決するために, リー
ン生産システムを基盤にしながら, 多品種生産にあったセル生産システムが独自開発され,
生産性向上と離職率の低下で成果を上げた｡ 納期遵守率は50％から99.8％, 納品のリードタ
イムは半減, 不良件数は50件／月から３件／月, 生産性は約80％向上した2)｡
同工場のセル生産システムは, 500人の作業者と600台の工作機械を抱える大規模な工場に
おいて構築され, 個別生産や多品種少量生産あるいは変種変量生産などへの柔軟性が求めら
れる, 先端的な技術で開発された難易度の高い自動車部品の製造を行うものであった｡ また,
従来の生産システムでは, 生産管理を担当する技術者が作業手順 (シーケンス) を指示し,
作業者には管理能力は求められない仕組みであったが, セル生産システムの導入によって,
現場の作業者は生産プロセスやレイアウトまで含めたセルの設計や KAIZENのみならず納
入業者との調整も行うという高い自律性が求められるものとなった3)｡
一方, このように高い自律性を有するセル生産システムにおいては現場の統合化が課題と
なる｡ 筆者は, ｢セル生産システムの課題―自律化と統合化の視点より―｣4) において統合化
の中の並列化の課題として, 専門性の低下, 設備コストの増大, 適応性の限界などを挙げ,
統合化の課題として, セル内の統合, セル間の統合, セルと全体の統合から課題を取り挙げ
たので, それらの課題に同工場はどのように取り組んだのかについて検討する｡ また, 同工
場での取り組みの中でセル生産システムを強化した体制についても見てみる｡
なお, 同事例は1983年～1989年のトヨタの開発試作工場の取り組みを考察したものであり,
当時の工場責任者であったＡ氏に2011年７月～2014年10月の間に行った７回の直接インタビュー
および10回のメールによるヒアリング調査, Ａ氏が作成した社内資料5), ならびに当時の同
工場の中間管理職であったＩ氏へのヒアリング調査に基づく｡
第一章 時代背景―1980年代を中心に―
本章では, 1983年～1989年にかけて行われたトヨタの試作開発工場の取り組みを検討する
前に, 当時の自動車産業が置かれていた状況について概観してみることとする｡
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2) 信夫千佳子 ｢セル生産システムの導入による工場現場の自律化―Ｔ社の開発試作工場を事例とし
て―｣ 『桃山学院大学経済経営論集』 第55巻第 1・2 号併合, 2013年10月, 79頁｡ Ａ氏へのヒアリン
グ, 2014年10月２日｡ Ｉ氏へのヒアリング, 2014年10月２日｡
3) 同上論文, 84～99頁｡
4) 信夫千佳子 ｢セル生産システムの課題―自律化と統合化の視点より―｣ 『桃山学院大学経済経営論
集』 第50巻第４号, 2009年｡
5) Ａ氏 『自主管理型生産方式の試み―マイパーツ生産方式 (M.P.P.S.) ―』 トヨタ社内資料, 1993
年６月22日｡
1. 日本の自動車の生産情況
20世紀後半以降, 日本の自動車生産台数 (乗用車, トラック, バスの合計) を見てみると,
1950年に約３万1597台だったのが, 1960年には約48万台 (千台以下は切り捨て, 以下同様)
となり, 1970年には約528万台, 1980年には約1104万台と1000万台を超え, 1985年には1227
万台, 1990年には1328万台と右肩上がりが続いた｡ しかし, その後の国内需要の減少と海外
生産の拡大により, 1995年には1006万台, 2000年には1014万台, 2005年には1079万台と頭打
ちが続く｡ 2008年下期のリーマンショックの影響から2009年に1000万台を割り込み793万台
となるが, 2010年には962万台に回復する6)｡
自動車及び部品の生産金額と全製造業に占める割合は, 1965年には１兆9672億円で7.5％,
1970年には５兆3829億円で8.7％, 1975年に10兆3203億円で8.1％, 1980年には20兆7038億円
で9.5％, 1985年には31兆5303億円で11.9％, 1990年には42兆3106億円で13.1％, 1995年には
39兆5613億円で12.9％, 2000年には40兆429億円で13.2％と推移している7)｡
自動車および部品に関わる従業員数と全製造業における割合は, 1960年には27万2263人で
3.3％, 1965年には41万6480人で4.2％, 1970年には57万9974人で5.0％, 1975年には60万1156
人で5.3％, 1980年には68万2827人で6.2％, 1985年には76万4501人で7.0％, 1990年には78万
8783人で7.1％, 1995年には77万332人で7.5％, 2000年には72万3480人で7.5％となった8)｡
自動車 (乗用車・トラック・バスの合計) の輸出は, 1950年には5509台だったが, 1955年
には1231台と落ち込み, その後, 1960年には３万8809台, 1965年には19万4168台, 1970年に
は108万6776台と急増し, さらに1975年には267万台 (千台以下切り捨て, 以下同様) だった
のが, 1980年には596万台, 1985年には673万台と日本史上最高を記録した｡ その後は, 海外
生産の拡大の影響があり, 1990年には583万台, 1995年には379万台, 2000年には445万台,
2005年には505万台, 2010年には483万台となる9)｡
自動車産業に関するこれらのデータからすれば, 1980年代には日本の自動車の生産台数と
輸出台数が歴史的に多かった｡ 1980年代の自動車生産台数を詳細に見てみると, 1980年にア
メリカを抜いて世界第一位となり, 前年の963万台から1104万台に急伸し, 1981年も1117万
台であり, 1982年に1073万台と減少したものの, 1983年は1111万台に回復し, 1985年～1988
年には1200万台と増加し, 1988年には1302万台, 1989年には1348万台と順調な伸びを見せる｡
1989年の日本以外の主要な自動車生産国の生産台数を見てみると, アメリカは1087万台, 西
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6) ㈱日刊自動車新聞社 『自動車年鑑』 1990年版, 71頁｡ ㈱日刊自動車新聞社・日本自動車会議所
『自動車年鑑ハンドブック』 2003～04年版, 日刊自動車新聞社, 2003年｡ 63頁｡
7) ㈱日刊自動車新聞社・日本自動車会議所 『自動車年鑑ハンドブック』 2003～04年版, 日刊自動
車新聞社, 2003年, 116～117頁｡
8) 日産自動車株式会社調査部 『自動車産業ハンドブック』 紀伊國屋書店, 1988年, 48頁｡ ㈱日刊
自動車新聞社・日本自動車会議所 『自動車年鑑ハンドブック』 2003～04年版, 日刊自動車新聞社,
2003年｡ 116～117頁｡
9) ㈱日刊自動車新聞社・日本自動車会議所 『自動車年鑑1998年版』 1998年５月20日, 636～637頁｡
㈱日刊自動車新聞社・日本自動車会議所 『自動車年鑑2012～2013』 2012年９月28日, 388～389頁｡
ドイツは485万台, フランスは391万台, イタリア222万台, スペイン204万台であったので,
日本とアメリカが２大生産国であった｡ ちなみに, 日本は1990年には1348万台となり自動車
産業史上最大の生産台数を達成し, 1980年～1993年の14年間, 日本の自動車生産台数は, ア
メリカを抜いて世界第一位を維持し続けた10)｡
日本が自動車生産台数でトップを続けていた1980年代の自動車生産額を詳細に見てみると,
1981年には23兆8337億円, 1982年には24兆2494億円, 1983年には25兆4879億円, 1984年には
27兆7094億円, 1985年には31兆5303億円, 1986年には30兆4489億円, 1987年には31兆6876億
円, 1988年には34兆1208億円, 1989年には38兆2793億円であった11)｡
1980年代の自動車輸出を詳細に見てみると, 1981年には約605万台だったのが, 1982年に
約559万台, 1983年に567万台と減少したものの, 1984年には約611万台, 1985年には673万台
と順調な伸びを見せ, 歴代最高を記録した｡ ちなみに, 1985年の車種別輸出台数構成比は,
小型乗用車が58.4％で一番多くを占め, 次に普通トラックが17.8％, 小型トラック15.5％,
普通乗用車6.9％, バス１％であった｡ 地域別では北米が一番多い台数で伸長率も一番高い｡
これは米国向けの乗用車輸出の自主規制枠が185万台から230万台に伸びたことが理由に挙げ
られている｡ 北米に次いでのマーケットは欧州で1985年には約136万台となり, 前年比7.6％
増であった12)｡
このように1980年代は国内の自動車生産において隆盛期を迎えるが, 同時期における自動
車に対する国内の消費者ニーズとそれに対応した自動車メーカーの製品開発について次節で
見てみよう｡
2. 日本の自動車市場と企業の製品開発
1970年代後半は, 第一次オイルショックの影響による, ガソリン価格の高騰, 経済の停滞
等によって, 乗用車市場はオイルショック以前の水準を回復できないまま, 沈滞を続けてい
た13)｡
1980年代に入ると, 国内では乗用車はレジャーにも活用されるようになり, 低燃費のみな
らず快適性や操作性も期待されるようになった｡ また, 女性の新規自動車免許取得者が男性
を上回り, 女性市場に向けての仕様も求められる時代となった｡ 同時代のニーズを反映し,
AT (Automatic Transmission：自動変速機) 車, FF (Front-engine Front-drive：前輪駆動)
車, パワー・ステアリングなどの技術が乗用車に次々と導入されていった｡ AT車はスムー
ズな発進や加速が可能で, 頻繁なギアチェンジから運転者を解放することから多くの乗用車
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10) ㈱日刊自動車新聞社・日本自動車会議所 『自動車年鑑』 1999年版, 日刊自動車新聞社, 1999年
５月25日｡
11) ㈱日刊自動車新聞社・日本自動車会議所 『自動車年鑑』 1990年版, 43頁｡ ㈱日刊自動車新聞社・
日本自動車会議所 『自動車年鑑』 1999年版, 58頁｡
12) 日本自動車会議所 『自動車年鑑』 昭和61年版 (1986), 日刊自動車新聞社, 72～73頁｡
13) 日本自動車工業会 『日本自動車産業史』 日本自動車工業会, 1988年, 262頁｡
に採用され, 燃費に関してもMT (Manual Transmission：手動変速機) 車に劣らない水準が
実現された｡ FF車の投入は室内空間を広くし, 軽量化を図ることができた｡ その結果, 1985
年には FF車の割合は71.9％に達している｡ パワー・ステアリングの技術により, ハンドル
の重さを軽減し操作性を向上させた｡ ターボ・チャージャー付きエンジンの搭載により, 車
の走行性の楽しみが加わり, 広いユーザーに支持されるようになった14)｡
性能面だけでなく, 車のスタイルや装備において多様化が進展していった｡ スタイル面で
は, 1 BOXワゴン車, 2 BOX車, 4WD車などが投入された｡ 従来, 1 BOXワゴン車は商用,
4WDはオフロード用という用途であったが, 個性的でファッショナブルな車種として生活
に取り入れられ, スキー, サーフィンなどのアウトドアスポーツの用途にも利用されるよう
になった｡ 装備面でも, サンルーフやフルオープンカーも投入された｡ 1983年の保安基準改
定により, ドアミラーやエアロパーツの装着が認可されたことも, バリエーションの増加を
促進させた15)｡
このように, 日本の自動車生産台数は, ２度のオイルショックの影響を受けて, 一時, 後
退したものの, その後の国内販売の回復と輸出の伸長により, 1980年には1104万台となりア
メリカを抜いて, 世界一の自動車生産国となった｡ アメリカ車の販売低迷とは反対に日本が
世界一を獲得したのは, 石油価格の高騰に対して, 小型車を中心とした省エネルギー, 高品
質, アフターサービスが市場に歓迎されたからである16)｡
一方で, 当時の日本の自動車産業は, モータリゼーションの進展とユーザー・ニーズの多
様化傾向の中で, 石油価格の高騰に対する省エネ, グローバル競争, 公害対策, 安全対策へ
の企業努力が求められていた｡ すなわち, 多品種化, 頻繁なモデルチェンジ, 需要変動に合
わせた製品供給, 同時にコストダウンと品質向上を両立する形での生産システムが求められ
ていたのである｡ これらに対応すべく, 日本のメーカーは４年ごとにモデルチェンジをし,
1982年から1990年の間に, 年間投入モデル数は47モデルから84モデルへと増加した17)｡
以上のように, 1980年代には, 日本の自動車生産台数と生産額が世界一となり, 製造業に
おける生産金額も10％を超えてトップとなり, 日本国内における自動車産業の隆盛期を築き
上げる｡ また, 新たな技術の開発により多様な車種や仕様が提案され, それに合わせた部品
の多品種化も進展していった｡
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14) 同上書, 260～264頁｡
15) 同上書, 264～265頁｡
16) 同上書, 270頁｡ ｢排ガス処理の性能向上も影響力があった｡｣ (Ａ氏インタビュー, 2014年９月９
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17) 同上書, 272頁｡ Womack, James P., Jones, Daniel T., and Roos, Daniel, The Machine that Changed the
World, Simon & Schuster, 1990, p. 119. (沢田博訳 『リーン生産方式が世界の自動車産業をこう変え
る｡』 経済界, 1990年, 150頁｡)
第二章 トヨタの開発試作工場の課題と取り組み
1. 開発試作工場の課題
前章のような日本の自動車産業の隆盛期に, トヨタでは自動車の試作部品の製造において,
生産量と品種の増加のために納期に追われる日々であった18)｡ 試作部品 (ボディと内装品を
除く) は, 1971年から工機製造工場においてジョブショップ型の生産システムで製造されて
いたが, 1979年から生技開発部の管轄下で開発試作工場を設置して製造されるようになった｡
同社の開発試作工場では, エンジンだけ見てみても年に数千台の生産台数で, 当時のイタリ
アの小規模な量産工場に匹敵するほどの規模で, 世界一の生産量の開発試作工場であった19)｡
1983年からは同社の他工場のユニットの組立とも同期して製造することになり, 短納期も
求められるようになる｡ さらに, 自動車のハイメカツィンカムやコンピュータ制御ユニット
の試作の急増も加わり, 指定された納期に間に合わないものが半分近くになってしまい, 納
期を答えることも難しくなった｡ 当初, 開発試作工場においては平均13工程もある中で, 各
工程のリーダー達は前工程から担当工程にいつ仕掛り品が回ってくるか分からないので, 努
力目標を伝えられても確実な納期回答はできなかったからである20)｡
同工場では, 加工部品は試作計画課が作る生産計画表に従って, ジョブごとにグループ化
された組を経由して完成することになっていた｡ 生産計画は, MRP (Materials Resource
Planning : 資材所要量計画) を使用して計画されたが, 実際には変更しにくいコンピュータ
システムに阻まれ, その時の工場の状態に合わせた条件変更のために人手に頼らざるをえな
かった21)｡
そこで, 後工程から納期を催促されると, ｢特急｣ を指定したが, これも頻繁に連発する
と効果がなくなり, さらに ｢超特急｣ を設定したが, 同じことであった｡ 次に, 工場の生産
能力を高めるために, 段取り替えの短縮, 治具や工具の改善を行ったが効果は現れなかった｡
また, 改善に必要な人員を確保するため, 他工場から応援で10％超の増員がなされたが, 事
態は変わらなかった｡ さらに, 素材の供給や特定の工程が問題になっているのではないかと
考えられ, それらの工程を強化したが, これも効果は見えなかった｡ その間に品質面でも数
回, 問題が持ち上がり, 課題が山積みの状態であった22)｡
2. 生産システムの再構築
上述のような情況の中で, トヨタの開発試作工場では, 試作部品の製造にあったセル型の
生産システムの研究が密かに行われていた｡ 同工場で独自開発されていたセル生産システム
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18) Ａ氏, 前掲資料, 39頁｡ Ａ氏へのヒアリング, 2014年９月９日｡
19) Ａ氏へのヒアリング, 2014年10月２日｡ Ｉ氏へのヒアリング, 2014年10月２日｡
20) 同上資料, 39～40頁｡
21) 同上資料, 44頁｡ Ａ氏へのヒアリング, 2014年９月９日｡
22) 同上資料, 40～41頁｡
は, トヨタの量産工場で飛躍的な発展を遂げていたリーン生産システムをベースに考案され
たものであった｡ ここでのリーン生産システムとは, 必要なものを必要な時に必要な量だけ
作る ｢JIT ( just-in-time)｣ および機械やラインで不良品が出ると自動的に止まる機能をビル
トインした ｢自働化｣ を推進しながら, 無駄をなくすために絶えざる KAIZENを行う生産
システムである｡
(１) 開発試作工場の課題の検討
まずは, 素材が入ったらいつ完成するか分かり易くすることが大切であると考えられた｡
蓄積されたデータによれば, 経由する組が多い部品ほど遅れることが多いということを示し
ていたので, 経由する組をできるだけ少なくすることが必要だと考えられた23)｡
そのためには, 従来のジュブショップ型の工程からフローショップ型に変えることが効率
的であると思われた｡ フローショップ型ならば１人の責任者が担当工程の問題を掌握するこ
とができる｡ 一方では, 設備効率の課題が発生する｡ そこで, 各フローショップが単一部品
を扱うのではなく, グループ・テクノロジー化された部品群を扱うことで, 設備の稼働率の
低下を防ぎ, 無駄な投資を避けることができると考えられた24)｡ さらに, 柔軟性の低いコン
ピュータの扱いも問題であったが, 新たな生産システムの試行錯誤を行った後に再検討する
こととされた｡ コンピュータシステムは一度作ってしまうとその改良に時間とコストがかか
るので, 生産過程に生産管理を目的とするコンピュータの導入による弊害を極力避け, コン
ピュータが必要なところは最後に構築することとされた｡ 当時は, コンピュータシステムを
構築すると, コンピュータにコントロールされてしまい KAIZENが困難になるという現象
が起きていたからである25)｡
さらに, 同活動は外注先まで統合化して, 社内外のシステム全体を再構築することが目指
された｡ また, 単に頼まれたものを作るだけでなく, 発注元が満足する機能を提供しようと
いう CS (Customer Satisfaction : 顧客満足) が指向された｡ スローガンは ｢鉄工所から部品
屋へ｣ であった｡ そして, 管理の優先順位は納期・品質・コストの順であった｡ 工場の責任
者であるＡ氏は, ｢とにかく納期を守れ｣ と言い続けたという26)｡
(２) セル生産システムの構築
次に, 同工場では, ｢M.P.P.S. (my parts production systems)｣ と呼ばれるセル生産シス
テムが構築された｡ M.P.P.S.は, ｢完結性のある良好な生産ラインを作り, 全ての人が自ら
計画し, 作る喜びを感じながら, 効率よく, お客様第一主義を達成するための諸活動を行う
生産システム｣ と定義され, とりわけ, ｢人を信頼し, 人の能力を最大限に引き出しながら,
桃山学院大学総合研究所紀要 第40巻第２号36
23) 同上資料, 45頁｡
24) 同上資料, 45頁｡
25) 同上資料, 44頁｡ Ａ氏へのインタビュー2014年９月９日, 10月２日｡
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高度な柔軟性のある生産を行う高モラール集団を作ることを基本理念｣ としていた27)｡
これは従来のジョブショップ型からフローショップ型に移行させながら生産ラインを ｢組｣
と呼ばれるセルに分割したものであった｡ 具体的には独立分離させた並列化, および同じ工
程を部分的に複数に分けた並列化などであった｡ これらのセルや工程の増減で受注の増減に
柔軟に対応しようとしたものでもあった28)｡
セルの単位は, グループ・テクノロジー的な製品形状別で大半のセルを構成し, 残りは多
量と少量に編成され, パイロット的な製品については, 独立のセルが構築された｡ CSを優
先すれば発注元別が望ましかったが, 設備効率と作業効率の両立が重視されたため, 採用さ
れなかった29)｡
筆者は, セルとは, ｢生産主体としての作業者と生産設備の集合が, ある程度の自由度や
自律能力を持って, ある一定範囲の工程系列を自己完結的に担当する｣ ものとし, セル生産
システムは, ｢このようなセルが複数連携しあって構成される生産システムである｣ と定義
している30)｡ 同工場のM.P.P.Sはセル生産システムの一つと考える｡
このような自律分散型のセル生産システムを通して, ES (Employee Satisfaction : 従業員
満足), CS, CD (Customer Delight : 顧客感動) および生産性と柔軟性 (自律・機動・戦略)
を両立させようという意欲的な取り組みでもあった31)｡
同工場のセル生産システムは, セルの作業者が, 作業のみならず製造活動のほとんどを担
当するものであった｡ 資材の調達, 出荷, 検査, 物流, 保全, 外注への発注作業はもとより,
顧客 (発注元, 外注先) への助言や調整も担当する自己完結性の高いものであった32)｡
同工場のセル生産システムでは, 組と呼ばれるセルに次のようなルールでセルの設計を任
せた33)｡
①セルの設計は組長と班長が自らの技術で自らの責任で行う｡ 上位の職制 (部長や課長) や
技術員はアドバイスのみで, 指示をしてはならない｡
②マイパーツ３原則34) を忠実に守る｡
③人と物の動きが一目で分かる図面を作る｡ 加工する品物ごとにその量に応じて線の太さを
セル生産システムの導入による工場現場の統合化 37
27) 同上資料, 125頁｡
28) 同上資料, 58頁｡
29) 同上資料, 49～50頁｡
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104頁｡
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34) マイパーツ３原則とは, 次の３つである｡ ①それぞれの品物は一つの組で全加工する｡ すなわち,
それぞれの組は素材を受け入れて製品を出す｡ ②一つの組で全加工する設備がないときは, 設備の
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てよい｡ ただし, ２工程連続しての依託加工は不可とする｡ (Ａ氏, 同上資料, 58～59頁｡) ｢セルの
メンバー１人を連れてソフトウェアだけを携えて, トヨタの関係会社ではない四国の工場へ出張加
工したことがあった｡｣ (Ｉ氏へのヒアリング, 2014年10月２日｡)
変え, それを加工する工程と矢印で結び, 品物の流れと量がわかるようにする｡
④物の流し方は, 全て ｢特急｣ で｡ 普通と特急に分けてはならない｡
⑤誤りて改むるに, はばかりなかれ｡ 仕事 (量や質) が変わった時には, すぐにラインを作
り直す｡ 移動の簡単な機械を採用する｡ ピットは掘らない｡
このようなセル生産システムの構築にあっては, セルの並列化の課題, セルの統合化の課
題に, 同工場ではどのように取り組んだかについて次章で詳細に見ていこう｡
第三章 統合化の課題
A. 並列化の課題
1. 専門性
セル生産システムの構築によって, セル (同工場では ｢組｣ と呼ばれた) が担当する業務
範囲が拡大し, 製品群別に自己完結した業務を担当することになり, 作業者の職務拡大と職
務充実が進んだ｡ 職務拡大 ( job enlargement) とは, ｢作業者の職務を構成する課業の数を
水平的に増大させること｣ であり, 職務充実 ( job enrichment) とは, ｢職務の中に, 計画,
統制のような管理的要素も含めて作業者に委せること｣ である35)｡ 従来, 専門家が行ってい
た業務も担当することで, 業務の専門性の低下が生じる恐れはなかったのであろうか｡
同工場では, 熟練技能に関しては, 一般の作業者が熟練者と同じ水準の仕事をする事がで
きるように仕事の標準化, データベース化, コンピュータのネットワーク化やオブジェクト
化に取り組まれた36)｡
Ａ氏によれば, 同工場では専門性の低下の問題は生じなかったと述べている｡ むしろ, 作
業者, 技術者ともにセル生産システムの導入を期に, 専門性の一層の向上に向けて進めるこ
とができたという37)｡ その理由を次のように説明している38)｡
｢私は作業者, 技術者ともこれを機会にさらに専門性の向上に向けて進んで行けたかと
思っています｡ 作業者は, それまでは単に１または数工程の加工技術しかもっていなかっ
たところ,“モノを作る”または“機能を作る”という視点で幅広く, 真のモノづくり
の能力の深堀が出来るようになりました｡ つまり, 作業者の仕事は“作業”から“モノ
づくり”に進化したと思います｡ 作業者から設計者 (発注者) に対して 『あなたがこの
ような機能を欲しいと思うなら (ウォンツ) このような加工もできるんだけど……』 と
いう提案もできるようになりました｡ 私はモノづくりにおいて“顧客のウォンツは最高
のアンチテーゼ”であると思っています｡ これが本当の“モノづくりにおける技能の深
堀”ではないでしょうか？
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CAM (computer aided manufacturing), CNC (computer numerical control), FMS
(flexible manufacturing system) などの技術の進展によって, 従来の職人技的な専門性
は, その概念が変わっていったことも背景にありました｡ すなわち, パラダイム・シフ
トに合わせてセル生産システムの構築へと進んでいったのです｡
技術者は工程設計という毎日のルーチン業務から解放されました｡ …… (中略) ……
工程設計担当の技術者は, 受注品を工場に指示を出して納期までに制作させるとともに,
自ら, または生産技術各部および同じ部の中にある生産技術開発者と連絡を取りながら,
生産設計へ提案することがミッションでありました｡ しかし, それまでは新しい試作部
品の加工依頼の受注があれば, 担当技術者は要求された納期を意識して細分化された加
工組を渡る順番を決め, 治具の手配を行い, 製作指示をコンピュータに入力していまし
た｡ 納期が遅れた試作部品についての対策などに忙殺され, 生産設計への橋渡しをする
ことに十分な時間を費やすことが困難でありました｡
一方では, 自動化されたコンピュータ制御以前の手作業の工程を体験する必要もある
と考えられ, 熟練技術者による“技能道場”も設けました｡｣ (括弧内の英語表記は筆者
加筆)
このように同工場では専門性の低下は見られなかったばかりではなく, 作業者は業務の範
囲が拡大することで能力が高まり発注元のウォンツに対する提案ができるようになり, 技術
者はルーチン業務から解放されることで, 設計と製造を統合した提案が出来るようになった｡
現在, 発展途上国を初めとして諸外国に比べて, 日本の作業者の人件費の高さはよく指摘さ
れることであるが, このように付加価値の高い業務にシフトしていくことはコスト高の日本
での製造活動のあり方の一つであろう｡
2. 教育―専門性を維持する体制―
同工場のような自律分散型システムでは, 教育を重視しなければ専門性を維持できず,
｢自由放任｣ になってしまう可能性がある｡ そこで, 同工場では, 次のような取り組みが行
われた39)｡
①多能工化教育：現場の作業者は, セルで担当するすべての作業だけでなく, 生産計画, 検
査, 保全などのスタッフ業務や専門業務もできるように, これらの知識を含んだ多能工化教
育のほとんどが OJT (on- the- job training) で行われた｡
②専門教育の導入：図面の読み方, 自動車の構造, NCプログラムの読み方・作り方, パソ
コンの使い方などの専門的な知識教育も行なわれた｡ 部品の機能と図面の要求品質の因果関
係を十分理解しているとも言えなかったので, 図面の読み方の教育は重要であった｡
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③五感に触れる教育：現場の従業員全員に対して, 自分の担当工程に関係のある, 例えばエ
ンジンの組み付け練習など, 前工程, 後工程について, 手と足を使って学ぶ教育が行われた｡
管理者が教えるのではなく, QCサークルや相互研究会などを通じて自律的に学べるよう,
エンジンやトランスミッションなど, 組み付け後の実際の完成品を準備して, 現地・現物で
教育が行われた｡ 機能を理解した上で, ものづくりを実践することで KAIZENが進むと考
えられた｡
さらに, セル生産システムに関する諸課題は, 今まで研究されたものがあったわけではな
いので, 従業員全員で取り組んだ｡ テーマ毎に, 特定のモデルの組を定めて, 作業者とスタッ
フをチームにして検討会を作り, 試行錯誤し, それが成功すると他の組にも広げていくとい
う方法であった｡ さらに, M.P.P.Sに関連する用語を集めた ｢M.P.P.S.用語集｣ を作成する
などの文書化も行われた｡ 各種の教育や QCサークル活動の進んでいる同社においては, 従
業員は極めて協力的であり, その効果も急速に上がっていった40)｡ この間のセルの QCサー
クル活動は生産技術部門の QCサークル大会では常に上位に入っていたとのことであるが41),
それは同工場では従業員は全体目標を明確に理解した上で各組のスローガンを自ら立て, 職
務拡大と職務充実の進んだ業務を担当していたので, 自ずとレベルの高い QCサークル活動
が展開されたと考えられる｡
3. 適応性―顧客志向―
同工場のセル生産システムは, セルの作業者が, 作業のみならず, 資材の調達, 出荷はも
とより, 検査, 物流, 保全, 外注への発注作業, 発注元や外注への助言や調整も担当するも
のであったので, 顧客や発注元の要望に迅速に対応することができるようになった42)｡
さらに, 仕事が少なくなれば, 全員一丸となって営業活動をやってもよいこととし, 仕事
が多くなれば, 営業をやめて, 全員で製造に励めば良いとされた｡ セル・リーダーの参加の
下で, 仕事の入札も行われた｡ 多様な価値観を持ったメンバーをまとめるには, セル・リー
ダーは職場の長としての権限の幅が大きい方が良いと考えられた43)｡
一方で, セル生産システムでは, セルの中だけで知識や経験を蓄積しがちで, 知識の幅が
狭くなり, 変化対応に遅れる恐れがあるのではないだろうか｡ このような可能性について,
Ａ氏は ｢必要悪であるという認識を持っていて, ある程度覚悟していた｣ とのことである｡
しかし, 実際にはその弊害についての事実は確認されず, 逆に変化への対応は画期的に早く
なったという｡ 権限の委譲がなされていたので, 変化の情報は直接セルに入ることで迅速に
対応でき, 非稟議予算の範囲ではあったが, セルは自らの権限で, 人, モノ, 金などの資源
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40) 同上資料, 73頁｡
41) Ａ氏へのヒアリング, 2014年９月９日｡
42) Ａ氏へのヒアリング, 2014年９月９日｡
43) Ａ氏, 前掲資料, 25頁｡ Ａ氏へのヒアリング, 2014年９月９日｡
をセルに投入出来た44)｡
セルの適応力が向上した事例としては, それまでの試作部品の範囲を超えて, レース用の
エンジン, トランスミッション, 足回り関係の部品を受注できたことが挙げられる｡ 当時は
多くのレース用の部品は同工場ではなく他社に発注していた｡ この営業活動は工場責任者で
はなく, セルの従業員達が直接レースのプロジェクト担当者と交渉を持って同工場で担当す
ることになったのである45)｡ ここでは発注元と直接接触できることで, セルの適応性が向上
し, 受注元の潜在ニーズを把握した活動ができたといえよう｡
さらに, セルの経験がある範囲に限定され, セルの中のみに情報が蓄積される問題にこそ,
スタッフ役の立場が強まった工長 (組長の上司) の役割であるとし, セルが閉鎖的にならな
いように取り組むように推進された46)｡
このように同工場でのセル生産システムは閉鎖的になることなく, 営業も含めて業務が拡
大することで顧客志向な対応が柔軟にできるようになり, 適応性が高まっていった｡
4. 物流コスト
セル生産システムの導入によって並列化されたセルにおいて発注元や調達先と直接取引が
行われることで物流が分散し, コストが増大するのではないかという課題が考えられる｡ 同
工場では, このような課題に対して, 物流検討プロジェクトが設置された｡ 工場内物流と工
場外物流を区別し検討された｡ 工場内物流は AGV (Automatic Guided Vehicle : 無人搬送車)
の導入による効率化が図られた｡ 同工場では高額で高性能な設備が次々と導入されたが, そ
れらをセルごとに準備したり, セルの改変に合わせて移動していては非効率である｡ そのた
め設備は複数の部署で利用できるように AGVを活用した｡ 工場外物流は工場内と工場外と
の接点を ｢ターミナル｣ とし, そこに出荷棚や共通部品在庫棚が設置され, 新たな使用管理
ルールが作成された｡ これらのことにより, コスト低減が実現された47)｡
B. 統合化の課題
B1. セル内の統合化
1. 職務拡大と職務充実―従業員満足―
ライン生産システムの短所としては分業の弊害が挙げられる｡ アダム・スミスが 『諸国民
の富』 の中で分業の優位性を説いて以来, 分業は専門化, 単純化, 標準化による合理化が進
み, 効率的な大量生産システムとしてライン生産システムが発展していった｡ しかし, 同工
場のように, 複雑な製品を生産する場合には工程の細分化が極端に進んだり, 多品種生産の
ために段取り替えが頻繁に必要になる場合, 分業がむしろ生産性を低下させるという弊害が
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44) Ａ氏へのヒアリング, 2014年７月27日｡
45) Ａ氏へのヒアリング, 2014年７月27日｡ Ｉ氏へのヒアリング, 2014年10月２日｡
46) Ａ氏へのヒアリング, 2014年９月９日｡
47) Ａ氏へのヒアリング, 2014年９月９日｡
出てきた｡ また, 分業を前提としたライン生産システムは, 従業員の職務満足の点でも好ま
しくないと考えられた｡ 製造業の中では自動車産業よりも電子・電気産業あるいは IT産業
への就業が好まれる傾向にあったので, 当時, 自動車産業においては作業者の離職率が問題
視されるようになった48)｡
このような分業の弊害を克服しながら49), 職務拡大および職務充実が従業員の職務満足を
もたらすのではないかと考えられた｡ また, 発注元のニーズに柔軟に対応できるよう, 小集
団の長が直接, 発注元と接触することで機動的な動きが可能になり, 従業員満足とともに顧
客満足も向上するのではないかと考えられた50)｡
当時は製造現場に CAD/CAMや CIMなどを始めとしてコンピュータ支援の情報システム
が急速に導入されつつあった｡ また, 工作機械にもコンピュータによる制御技術が導入され
る｡ これらの情報技術の導入は, 専門業務の標準化と知識のデータベース化が進むので, 専
門業務は一般の従業員にも解放されていくと考えられた｡ 作業者も生産管理の基本ルールと
その具体的な運用法を幅広く知ることが出来るからである｡ 設計者はコンピュータを用いて
部品の製造工程について知ることができる｡ 原価計算もコンピュータ支援が可能である｡ そ
のようなことで, 専門家は自分の分野の仕事を他の分野の人が使いやすいような仕組みを作
るなど, スタッフ的な業務に変わっていくであろうと思われた51)｡
そのような情況の中で, 作業者が自分の生産活動に関する管理や生産計画まで立ち入るほ
うが ｢労働の人間化｣ からも有効であると考えられた｡ 我が国のように従業員には ｢ウチの
会社｣ 意識が強く, ｢自分で計画を立ててよい｣ と言ってもハメを外したりサボタージュす
る心配のほとんど無い環境ではそのほうが人間尊重であり, 信頼関係が醸成されると考えら
れた52)｡ 1980年代の日本においては, 作業者の技能レベルが高かった上に, 絶えざるモラー
ルアップが行われていた｡ 同社のように教育の場である QCサークルが定着している風土で
は, その基盤が出来上がっていた｡ 一方で, 全ての従業員がこのような仕事のやり方を好ん
ではおらず, 職人志向の強い人がいるとも言われている53)｡ その場合, セルの中にも熟練技
能が必要な仕事もあるので, その部分を任せることで対応していた｡ チームで自己完結的な
仕事を求めるのであって, 必ずしもすべての従業員に職務拡大と職務充実を満たした仕事を
することを強要するものでもなかった54)｡ また, セル・リーダーの中には職務充実に合わな
い従業員も数人存在した｡ セル内の業務をメンバーに配分することに不慣れで, 仕事をかか
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48) Adam Smith, the Wealth of Nations, Charles E. Tuttle Company, 1937, pp. 312. (大内兵衛・松川七
郎訳 『諸国民の富』 岩波書店, 97～115頁｡) ｢電気機器も大もて 自動車・損保は後退｣ 朝日新聞
(朝刊), 1981年９月４日, 3 頁｡ ｢大学生の人気企業 損保・銀行が浮上 理工系は電子機器｣ 朝日
新聞 (朝刊), 1982年９月３日, 3 頁｡
49) Ａ氏, 同上資料, 20頁｡
50) 同上資料, 22～23頁｡
51) 同上資料, 27～28頁｡
52) Ａ氏へのヒアリング, 2011年10月27日｡
53) Ａ氏, 同上資料, 29～30頁｡ Ｉ氏へのヒアリング, 2014年10月15日｡
54) Ａ氏へのヒアリング, 2014年９月９日｡ Ｉ氏へのヒアリング, 2014年10月15日｡
えすぎて２日分の納品書をため込んでしまったケースがあった｡ この時は, 関係するメンバー
を総動員する他に中間管理職の応援を得て, 納期に間に合わせることができた55)｡ この事例
から見れば, このような仕組みに適合しない従業員もある程度存在すると思われる｡ その場
合には, 管理的な仕事を厭わないリーダー気質のメンバーと交代するなど, セル内の役割分
担を変えることが必要である｡ 将来の人材活用を目的に教育的人材配置を立案する中間管理
職の役割が重要である｡ 一方で, ほとんどの現場の従業員はこのような職務拡大と職務充実
による自己完結度の高い業務に取り組むことで, モチベーションを向上させ, セルというチー
ムの中での柔軟な対応で, 顧客満足の向上と生産性の向上を達成していった｡
このようにセル内の統合化における職務拡大と職務充実は, 情報技術の発展においても必
要性が高まり, 同工場では多くの従業員のモチベーションを向上させ, 職務満足につながっ
ていったものと考えられる｡
2. 工程統合―ラインバランスの維持・治具の削減―
ラインの並列化と同時に工程統合 (同工場では工程集約と呼んでいた) することで, 作業
者が働きやすく効率的な工程になると考えられた56)｡
同工場の製品特性として, 製品寿命の短さ, 頻繁な製品仕様の変更があるので, ラインバ
ランスを維持するためには, 長いラインと工程分散は非効率である｡ また, 品質の確保と生
産効率の面から治具が必要であったが, ラインが長ければ長いほど分業に伴なって治具の費
用のほうが製品を造るより高くついてしまう上, 治具を造るための製作時間もかかる｡ さら
に, 試作部品に関してはロットが小さいものが多いので, 複数種のロットが入ることも多く,
そこでのラインバランスの維持は至難の技であった57)｡
この課題に関しては, セルを構築しても治具は必要となるが, 同時に工程統合することで
治具の必要数を減らすことができた｡ 例えばステアリング・ナックル工程の場合, 20工程で
作るところを４工程で作ることが出来たので, 治具の数は数分の一になった｡ もし一台の機
械で全部の加工が出来れば, 治具も一つでよく, 工程待ちの時間も極めて少なくすることが
出来ることになる58)｡
このように工程統合は, 生産効率だけでなく, ラインバランスの維持と治具の削減にも効
果が見られたのである｡
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55) Ｉ氏へのヒアリング, 2014年10月２日
56) Ａ氏, 同上資料, 58頁｡
57) Ａ氏, 同上資料, 55～57頁｡
58) ｢本田宗一郎さんは, 『自動車は一台の機械で完成するのが夢だ』 と仰っていたと本田技研の方か
ら聞いたことがあります｡ 私も同感です｡｣ Ａ氏へのヒアリング, 2014.4.20｡ ｢これを居座り加工と
呼んでいて, 型加工で実現できた｡｣ Ａ氏へのヒアリング, 2014.9.9｡
3. フレキシブルな設備
セル生産システムでの多様な仕事をこなすためには, 専門技能の修得のために作業者の教
育とともに, 新たな設備を構築することで解決しようと考えられた｡ フローショップを出来
るだけ工程統合するためにも, 当時出始めた FMS (flexible manufacturing system), マシニ
ングセンター (machining center), ターニングセンター (turning center) などの設備が積極
的に導入された｡ 一度機械に取り付けたらなるべく多くの仕事をこなす多機能な設備は工程
統合を可能にしていった｡ そして, 生産工程や生産管理の標準化の後に, コンピュータシス
テムの構築がなされた｡ これらには設備投資が必要であったが, 当時の担当役員の理解によ
り順調に進めることが出来たという59)｡
しかし, 従来の FMSでは, フレキシビリティがあるといってもグループ・テクノロジー
(group technology) への対応ができるだけで, 実際にはかなり硬直的なものであった｡ 部品
が変わるたびにラインバランスをとるためにプログラマーが再入力しなければならず, デバ
グのために FMS全体を止めなくてはならない場合もあった｡ シリンダーブロックの製造の
ために, ３人の技術スタッフが中心となって, 新たな FMSを自社開発し, EXAM―C/H
(Experimental Automotive Parts Manufacturing system For Cylinder Head) と名付けられた60)｡
この FMSの基本的なコンセプトは, ①工程統合, ②ネック工程の並列化, ③機械の配置
と工程順の独立化 (機械配置のランダム化), ④人の作業ゾーンの集約化, ⑤人の作業ゾー
ンと機械ゾーンの分離であった｡ なお, ②の工程の並列化は仕事の増減によって設備を増減
するためであった｡ ③の機械配置のランダム化は, いつでも設備の入れ替えや追加・削除が
できるものであった｡ このようなことを可能にするために, オブジェクト指向のソフトウェ
アの開発も行われた61)｡
工程統合されるにあたり, FMS, マシニングセンター, ターニングセンターなどの設備
は関係会社と新たに共同開発し, 設備費は高額なものとなったが, 工場全体の効果のほうが
大きかった｡
同工場は自動車部品の開発試作工場であり, ５万点の部品からなる自動車の部品の一部を
作る工場であるので, 納期厳守が第一の課題であった｡ 発注元から見れば, 部品の納入の同
時性は極めて重要であった｡ そのため第一の目標としては, コストよりも納期が掲げられた｡
一般の工場管理では, 質・量・コスト・納期が大切であると言われ, 多くの工場ではそれら
のすべてについて目標を定めているが, 納期を最重要な課題として取り上げることが方針と
された62)｡
しかし, 結果的には, 工場全体としては生産性などの他の成果も上げている｡ 同システム
の採用で労働生産性が30％向上し, 納期遅れ回避のため余剰な発注が日常的に行われていた
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59) Ａ氏へのヒアリング, 2011年９月20日｡
60) Ａ氏, 同上資料, 112頁｡
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62) Ａ氏へのヒアリング, 2014年４月20日｡
分の20％が完全になくなった｡ さらに, 設備そのものもセル生産システムの中で KAIZEN
されて進化していった63)｡
同開発試作工場での課題は, 短納期, 負荷変動への柔軟性, 新たな部品の製造への適応性
の向上であった｡ 研究・開発の一環を担う試作品であるので, たとえ設備投資額が増加して
も, 短納期を実現することは最重要課題であった｡ これらの課題を克服しながら, 工場全体
の生産性向上とコストダウンも達成できたので, 同工場での思い切った設備投資は有効であっ
たといえよう｡
4. 作業のサイクルタイム―ボルボとの比較―
ボルボでは, 人間的な仕事には, 全体が分かるよう工程統合することで意味が分かりやす
くなり学習範囲が広がるため, 作業のサイクルタイムが長いほうが好ましいとされた｡ その
ため, かつてのボルボでは20分のサイクルタイムが達成できるかどうかが論点であった64)｡
同工場では, セルが担当する部品によって大きく異なり, 数分から数十分であった｡ また,
レース用の部品は精度をほぼ一桁高くする必要があったので10分以上であった｡ 車体の組立
と部品の製作を一律に比較できないが, 同工場では20分というような目標は設定していな
い65)｡ また, 同工場では様々な取り組みによって納品のリードタイムが２分の１になったこ
とも影響している66)｡ サイクルタイムについて, Ａ氏は次のように述べている67)｡
｢私は 『全体が分かるように工程を連結し……』 までは賛成ですが 『サイクルタイムが
長いほど良い……』 は賛成しません｡ 別の言葉で言えば 『仕事の完結性 (Vertical Full
Job)』 は大切ですが, 工程があまり長いとそれを理解するのが大変で, 一般の作業者は
却って被害意識を持つことになりそうだからです｡｣
同工場では, サイクルタイムには関係なく, 全体を理解しやすくするためセルの自己完結
性を維持しながら工程を短くする工程の統合化が行われた｡ そこでは, 柔軟性のある高性能
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63) Ａ氏へのヒアリング, 2014年４月20日, 2014年９月９日｡ ｢納期と品質の目標達成を優先し, 最終
的なコスト計算はしていません｡ しかし, 設備コストは KAIZENによって回収できました｡｣ (Ａ氏
へのヒアリング, 2014年９月９日｡)
64) ｢ボルボのカルマル工場で, ５～６分の短いサイクル・タイムの仕事を20分から30分の長いサイク
ル・タイムに変更した｡ その結果, 品質の向上とばらつきが少なくなったが, 総組み立て時間は多
くなった｡｣ (レナルド・ニルソン著・野原光訳 ｢組立労働のアルターナティブとその学習戦略―ボ
ルボ・ウデヴァラ工場の経験とそれを支えた学習理論―｣ 『労働法律旬報』 旬報社に連載, (Ⅰ) No.
1510 (2001.8.25), 63頁｡) さらに, ボルボでは長いサイクルタイムに挑戦し, ｢学習の結果, 未経
験の作業者でさえ, ３～４カ月で労働内容を修得し, 90分から120分のサイクル・タイムで働くこと
ができるようになった｡｣ (レナルド・ニルソン著・野原光訳 ｢組立労働のアルターナティブとその
学習戦略―ボルボ・ウデヴァラ工場の経験とそれを支えた学習理論―｣ 『労働法律旬報』 旬報社に連
載 (Ⅱ) No. 1512 (2001年９月25日), 4647頁｡)
65) Ａ氏へのヒアリング, 2011年10月27日｡
66) Ａ氏へのヒアリング, 2014年10月８日｡
67) Ａ氏へのヒアリング, 2011年10月27日｡
な設備やコンピュータが導入され, 多能工化のための教育が推し進められた｡ そうでなけれ
ば, セル生産システムは昔の職人型生産方式に回帰する事になってしまい, 生産性と品質に
おいても現代のレベルは維持できなかったであろう｡ また, 近年のような流動性の高い労働
者によらなければならない状況では必須だとも考えられる｡ 一定以上のレベルの作業者を固
定的に配置することは難しくなりつつあるので, 工程が長くなることは不利になるからであ
る｡
B2. セルとセルの統合化
セルとセルのコンフリクト
同工場では, 40以上のセルで構成されたセル生産システムであったが, 各セルの自律性に
任せることで, セルとセルの統合化に問題は生じなかったのであろうか｡ 京セラでは, セク
ショナリズムが強く働き, 生産資源 (人, 資材, 設備) や取引先の取り合いなどで対立する
ことがあったと記述されている68)｡ 同工場では, セル間のセクショナリズムが起きても困ら
ないようなセル区分, すなわちセルの業務の自己完結性を高める統合化が行われ, セルとセ
ルの統合化の必要性を極力少なくするように, 次のような取り組みが行われた69)｡
｢常にそれぞれのセルは一つの中小企業であるという意識を持てるように努めました｡
セルの完結性を高めるように構築していきました｡ 完結性が不十分なままでは, セル間
のセクショナリズムが発生すると考えます｡ また, セルの業績評価は相対評価を行いま
せんでした｡ 評価の多くは納期と一部品質, 安全についてでしたが, 全て絶対評価でし
た｡ 楽しく競争が出来る環境づくりが大切であると思います｡｣
同事例では, セルとセルのコンフリクトが起こらないようなセル区分と絶対評価が行われ
た｡ セルの完結性が重要で, 不十分なままであるとセクショナリズムが発生すると考えられ
た｡ セルの第一の評価項目は納期であったが, それは発注元の評価を基にしたものであった
ので, 工場内の裁量の余地はなかった｡ 予算に関しては, ｢多少問題があったかもしれない
が, 問題視するほどではなかった｣ という70)｡ また, セル間競争を楽しめる方向に仕向けて
いたとのことであるが, 工場責任者への信頼, ならびに従業員同士の良好なコミュニケーショ
ンが基礎になっていたと思われる｡
一方で, スタッフ部門の係長であったＩ氏によれば, セル間の人事については, ｢人事異
動の時に, 能力の高いメンバーを手放さないセル・リーダーが気になった｣ とのことである｡
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68) ｢アメーバ間の売値を公平に設定しても, アメーバ同士の利害が対立し, 争いが起きてしまう場合
がある｡｣ (稲盛和夫 『アメーバ経営―ひとりひとりの社員が主役―』 日本経済新聞社出版社, 2006
年, 74～80頁｡)
69) Ａ氏へのヒアリング, 2014年７月27日｡ Ａ氏へのヒアリング, 2014年９月９日｡
70) Ａ氏へのヒアリング, 2014年10月２日｡
この場合, ｢本人のみならず周囲の人の育成も必要である｣ と話し合って解決することが多
かった71)｡
当時は自分勝手な主張をする従業員はあまり見かけられない時代で, 同工場ではＡ氏が着
任する前から相互の改善事例発表会が盛んであったので, QCサークル発表会とともにモチ
ベーションが高く, 情報は十分共有されていた｡ さらに, 従業員間のコミュニケーションを
高めることが大切だと考えられ, 昼休みの組対抗麻雀大会, 休日のボーリング, ソフトボー
ル大会など常に“組対抗”という名で実施したことで, 組ごとの仲間意識, 組相互の情報交
換が進んだ72)｡
このように同工場のセル生産システムでは, セル同士のコンフリクトはあまり見られず,
フォーマルおよびインフォーマルな取り組みで, セル内の仲間意識やセル間の情報共有を強
めていったと思われる｡
B3. セルと他部署との統合化
情報の流れの効率化とコンフリクト―直接折衝―
工場の中には, 進行係, 工務係, トラブル対策係, 工程計画係などの専門化されたスタッ
フ部門がある｡ このような専門化によって, 製造現場では作業に専念できるから効率的だと
考えられてきたが, 現実には, ちょっとした問題が起きても, 会議に時間がとられ, 伝票が
経由する部署が多くなるため, 納品のリードタイムが長くなる一方であった73)｡ また, 情報
の正確性からしても情報経路の最短化は必要である｡ 書類に書かれている事は正確に伝わる
が, それに付け加えるべき情報を口頭で説明したら, 付加的な情報は正確には伝わらない74)｡
そこで, セル・リーダー (あるいはセル) は, 上記のようなスタッフ部門を経由しないで,
他部署と直接折衝することになった｡
このように同工場のセル生産システムでは, 情報経路の最短化が目指され, ｢情報は付加
価値のない部署 (または人) を経由してはならない｣ という方針が掲げられたが, そのこと
で他部署とのコンフリクトは生じなかったのであろうか｡
Ａ氏は, 組長と一緒に他部署の担当者とその上司のところに行って, ｢このたび, このよ
うな狙いで, このようなプロジェクトを試みることになりました｡ ついては, この組長の言
うことは私の言うことだと思って聞いてやってください｡ ただ, 同じ問題で３回トラブルが
起きたら, 私達がもう１回集まって対策を考えましょう｣ と伝えて了解を得ていった75)｡
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71) Ｉ氏へのヒアリング, 2014年10月２日｡
72) Ａ氏へのヒアリング, 2014年７月27日｡ Ｉ氏によれば, ｢組対抗でいろいろなレクリエーションに
参加しました｡ 昼休み麻雀大会, おもちゃづくり, 輪ゴム１本だけを使用したおもちゃの車レース,
太陽電池を使用したおもちゃの車レースなどなど……です｡ いい大人が夢中になってしまいました
が, とても楽しかったです｡｣ (Ｉ氏へのヒアリング, 2014.10.2｡)
73) Ａ氏, 同上資料, 33頁｡
74) 同上資料, 36頁｡ Ａ氏へのヒアリング, 2014年10月８日｡
75) Ａ氏, 同上資料, 73頁｡
そこで, 他部署の部長と納期や今後のことを話し合ったり, 他部署の仕事が遅れたとき,
組長が自分で催促したり, 組長の判断で部下をつれて応援に行ったりすることが日常的に行
なわれるようになった76)｡ このような部門を超えるネットワークの再構築には, セル・リー
ダーが単独でできることではないので, 工場責任者による関係者への説明が必要である｡
スタッフ部門においても徹底して, 情報の中間経路が排除された｡ 発注元である試作総括
部署から来た情報はただちに担当の組に伝えられ, 製作計画が立てられた｡ そのことで, 発
注元の問い合わせには間違いのない返答をすぐ出すことができるようになった｡
発注元の１つである研究所との直接折衝については, セルのメンバー達が研究所の技術者
達が夜遅くまでショックアブソーバーの耐久試験を何千時間も繰り返し実施しているのを実
際に見る機会を通して, 不良品を作らないという意識を高め, 研究所の技術者との仲間意識
を強めていった｡ それまではスタッフ部門を経由していたので, 数字は理解できても実感が
伴わないものであった｡ 実感を伴うことで一層, 仕事への取り組みが真剣になり, 不良率も
低減していった77)｡ また, 物流の過程で特殊な精密部品に傷がつくことがあったが, それは
物流の担当者が工場で梱包したものを積載量の最小化のために入れ替えていたためであると
分かり, 以後, 専用の通い箱を製作したという78)｡ このようなことも直接に情報が伝わるこ
とから原因追及が容易だったと考えられる｡
将来, 量産化が必要なもの (例えば鋳造や鍛造などの素形材加工するもの) は専門部署で
試作されたが, この際にも, 加工担当のセルが管理部署を通さないで, 直接情報交換するこ
とによってリードタイムの短縮化が図られただけでなく, 技術情報が詳細に伝わることで品
質向上, 生産性向上にも有効であった79)｡
さらに, 設計部門の技術者との連携が進んで, 製造の情報を伝えることでコンカレント・
エンジニアリングが進み, セルの製造における情報が設計に有効活用された80)｡
このようにセルと他部署との統合化においては, 工場責任者がコンフリクトが起こらない
ように他部署とのコーディネーションを行うことが重要である｡ セルと他部署との直接の情
報の流れにより生産性と付加価値の向上につながっていった｡
B4. セルと外注の統合化
情報の流れの効率化とコンフリクト―直接折衝―
社内だけでなく, セルと外注との関係に関しても, 情報の最短化が目指された｡ 外部の組
織とセルとの統合化はどのように進展していったのであろうか｡
従来の外注業務は個別の発注以外は, 同社の購買部から外注先の営業部に対して行われて
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76) 同上資料, 73頁｡
77) Ｉ氏へのヒアリング, 2014年10月２日｡
78) Ｉ氏へのヒアリング, 2014年10月２日｡
79) 同上資料, 78頁｡
80) Ｉ氏へのヒアリング, 2014年10月２日｡
いた81)｡ セル生産システムの構築後は, 外注先の営業とのやりとりは現場のセル・リーダー
が担当することになり, 購買部は値決めを含めた経理処理を担当することになった｡ 組から
直接に外注の担当部署へ技術的な問題について相談できるように求めたところ, 外注先では
いろいろ議論があり最初はなかなか進展しなかった82)｡ それまでは, 同社のスタッフを介し
て注文することになっていたので, スタッフを通さずにセルと直接折衝するという異なる方
法が理解されにくかった｡ 特に, 外注先のトップ・マネジメントがセルの概念や直接折衝の
メリットを理解しようとしない場合があり, 担当者が板挟みになるケースが見られた｡ これ
は根気よく説明が続けられ, 時間とともに徐々に解決していった83)｡
外注先の窓口が営業部であることは一般的なことであるが, 情報伝達からすれば機能的で
はなかった｡ 部品の技術的な問題, 部品に要求される機能, 治具や工具の貸与の問題を直接
議論したかったからである｡ 外注先にしても付加価値を生まない部署を通すことは効率的で
はないと説得することで解決していった84)｡
このように外部組織との統合化は, 時間のかかる取り組みであったが, 顧客志向を実現す
るためには必要不可欠なことであった｡ 担当者が直接折衝しなければ, いくつもの部署を経
由させる過程で, 伝言ゲームのようになって, 本当の顧客ニーズや技術シーズが伝わりにく
いからである｡
当時, セットメーカーの下請けいじめというような批判がしばしば見受けられたが85), こ
の事例で見る限りでは, あくまで生産性と品質の向上に向けて, 両社が合理的なネットワー
ク関係を築き, その長期的な関係から信頼関係が生まれていったように思われる｡
B5. 工場内の全体統合
1. 全体方針とセル方針の統合化―生産会議とスローガン―
このような自律分散型の生産システムは ｢自由放任｣ ではないのであるが, ｢自律｣ と
｢自由放任｣ の差が分かりにくいこともあって, 最後まで悩まされる問題であったという｡
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81) 同上資料, 76頁｡
82) Ａ氏へのヒアリング, 2014年７月27日｡
83) Ａ氏, 同上資料, 73頁｡ Ａ氏へのヒアリング, 2014年９月９日｡ ｢ほとんどの外注先では説得でき
ましたが, 説得できない企業も数社残りました｡｣ Ｉ氏へのヒアリング, 2014年10月２日｡
84) Ａ氏, 同上資料, 78頁｡ Ａ氏へのヒアリング, 2014年９月９日｡ ｢これは根気のいる説得が必要で
ありましたが, Ａ氏は最後までぶれませんでした｡｣ (Ｉ氏へのヒアリング, 2014年10月４日｡)
85) 当時はマスコミや国会などでセットメーカーの下請けいじめについて取りあげられていた｡ 例え
ば, ｢自動車や OA機器などの大手メーカーが, 輸出価格の値上がりを抑えるため, 中小企業への下
請け代金の値下げや 『献上金』 などの名目による代金回収で違約金の事実上の切り下げを派なる事
例が先月から急増している｡｣ (朝日新聞, 1985年12月15日朝刊第22面)｡ トヨタは下請け企業に対し
て, ｢ここを改良すれば１％は下げられる｣ というふうに説得し, 必要に応じて技術指導も行う｡
｢もうけさせてもらっています｣ と言う下請け企業もあり, トヨタによれば協力企業で赤字のところ
はゼロであるとのこと｡ (朝日新聞, 1984年９月24日, 朝刊９第９面) ｢誤解に基づくかんばん方式
が下請け企業いじめであるとの批判が国会でとりあげられたため, トヨタはその対応に奔走させら
れた｡｣ (野口恒 『トヨタ生産方式を創った男―大野耐一の闘い―』 TBSグリタニカ, 1988年, 217
頁｡)
フラット化された組織の中で, 工場責任者と組長およびメンバーが理念を共有することがで
きるかどうか, 高い技術レベルを確保できるかどうかが課題であり, そのためにはまずは両
者のコミュニケーションを強化する必要があった86)｡
コミュニケーション強化のために, 業務成果報告と部長方針を説明する生産会議が毎月行
なわれた｡ 会議のメンバーは, 組長以上と設備技術者およびその他の技術スタッフを組み入
れたため60人にも達し, 経費は増加したが, 全体を統合するには不可欠な会議であると考え
られた87)｡
資料は各組の納期達成率, 流出不良率, 生産性の３種であり, 主に納期達成率と流出不良
率のデータについて議論が行われたが, 生産性はこれらが良くなると自然によくなっていっ
た｡ 会議時間の大半は, Ａ氏による新プロジェクトの考え方の説明に費やされた88)｡
工場の目指す方針の下で, セルが自律性を持ちながら, 工場全体の統合化はどのようにな
されたのであろうか｡ 工場責任者であったＡ氏は次のように考えたという89)｡
｢まずは, 管理や仕組みより工場のトップがキチンとした理念と方針を持っているかで
工場全体の統合が可能かどうかが決まると思っています｡ 従来の仕組みは, その点, ヒ
エラルキーもきちんとしておりますし, スタッフも自分の権限の発揮できる貴重な場で
すから, 一所懸命“統合”に力を注ぎます｡
この自律分散型システムでは, トップは, 毎年, その年の進むべき最重点の方向を一
つだけ A4二枚に書けるかで決まります｡ もちろん説得力ある A4二枚であることは必
須です｡ そして, それを, 工場の一人ひとりに会うたびに, 廊下ですれ違った時でも,
言う情熱が必要です｡ それがあれば, それを阻害する仕組み・ルールを駆除すれば統合
されると思います｡｣
同プロジェクトの考え方を理解してもらうために, 年始めに工場方針を紙に書いて発表し,
方針に基づくスローガンが募集された｡ 応募する過程において, 新入社員を含めた従業員全
員が考え議論することで方針が根付くことが狙いであった｡ ｢私たちには, お客様から頼ま
れて“できません”と答える権限はない｣, ｢責任を取るということは“リカバリー”をする
こと｣ 等, 様々なスローガンが提案されたという｡ 当選したスローガンには, 賞品を出し,
１年間張り出された90)｡ トップの方針を演説しても方針が浸透していかない場合もある｡ こ
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86) Ａ氏, 前掲資料, 117頁｡
87) 同上資料, 117頁｡ Ａ氏へのヒアリング, 2014年９月９日｡ セブンイレブン・ジャパンも全国の営
業マンを組み入れた会議を実施している｡ (セブンイレブン・ジャパン編 『セブンイレブン・ジャ
パン―終わりなきイノベーション―1973―1991―』 セブンイレブン・ジャパン発行, 1991年, 137
～139頁)｡
88) 同上資料, 117～118頁｡
89) Ａ氏へのヒアリング, 2013年５月27日｡
90) Ａ氏, 同上資料, 118頁｡
のように現場でも検討する方法は, 方針の浸透, および全体とセルの統合化が進むと考えら
れ, 次のような順で運営された91)｡
①毎年度, 最も大切なテーマを一つだけ挙げて, その方針を A4二枚にその説明を書いた｡
現在, この工場で最も大切なこと, 達成すれば評価されることを明らかにし, 各セルの評価
もこのテーマが中心となるものであった｡
②工場の全従業員にこの方針書を渡した後, １ヶ月を期限とし, その年のスローガンを募集
し, 優秀なものに賞品を出した｡ 同工場では改善目標を ｢質・量・コスト・納期｣ でそれぞ
れについてバランスよく提起するのではなく ｢納期｣ だけに絞った｡ そのほうが分かり易く
インパクトがあると考えられた｡ また, 誰も目標に書かれていない項目について悪くても良
いだろうなんて考える人はいないと信頼したからである｡
③このテーマとスローガンを浸透させるために, 毎月一回, 工場の従業員全員を集め, 工場
内にトラックを置き, トラックの荷台に乗ってこのテーマの重要性と進捗状況に関して演説
を行った｡
④工場責任者は常に時間があれば現場へ行ってセルの従業員と話し合い, 自分の考え方を述
べた｡ セルの現状を聞き, セルの従業員の技術・技能・情報・課題を聞き取ることに注力し
た｡ セルの従業員は, だんだん自慢話をしてくれるようになった｡
⑤週末は当時盛んだった親睦会が実施された｡ 各組ごと, 入社年度ごと, 職制ごとなど, い
ろいろな組み合わせで毎週, ボーリング, 魚釣り, ソフトボールなどをして遊んだ｡
工場責任者の経営理念が確立していて, 構成員にその DNAをしっかり持ってもらうため
に適切に説明を行い, 現場の情報を持っている人が判断・行動して行けばセル生産システム
は適切に統合化されて大きな成果を上げるのではないかと思われる｡ そうすればトップの方
針は小集団の方針になると考えられた｡
さらに, Ａ氏は現場の従業員と一緒に出張に行くときなどは, 道中にこの取り組みについ
て詳細に伝えていた｡ 同行した従業員が方針や運営方法をよりよく理解し, 他の従業員に伝
えていくなどして定着していったという92)｡
セル生産システムのような自律分散型より階層型の組織のほうが指揮命令の明確さのため
統合しやすい｡ セル生産システムはセルの自律性が高い分, 全体の方針が明確でなければ分
散してしまう可能性がある｡ ついては, 工場責任者の明確な目標設定と方針はもとより, 熱
意やパーソナリティの寄与度が高いと言えよう｡ 一方で, セル・リーダーやメンバーも十分
に方針を理解してセルを運営していくことで全体方針による統合化が進んでいったといえよ
う｡
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2. 見える化
自律分散型組織において, 権限を各セルに任せておくと, 工場全体の管理状態を工場管理
者がどのように把握するかが課題となる｡ リアルタイムにすべてのセルの状況を把握するこ
とは工場運営にとって必須のことである｡ トヨタの量産工場では ｢あんどん｣93) というシス
テムが活用されていた｡ 当時はそのような言葉はなかったが, あんどんのような ｢見える化｣
の仕組みを構築することが必要であった｡ 見える化とは, 問題を直ちに顕在化・共有化でき
るよう見えやすい形に示すことである94)｡ これに関しては, 次のような取り組みが行われた｡
まず, セル・リーダーの自己申告制度で見える化が行われた｡ ｢ものの置き方｣ で管理さ
れた状態で仕事が順調に進んでいることを示すことを基本としていた｡ Ａ氏からは, ｢私の
秘書が工場の中を立ち止まることなく歩いて回っても, 各組の管理状態がひと目で分かる表
示を行うこと｣ という指示がなされた｡ 加えて, 各セルでの創意も奨励したところ, ｢今日
は, バーディ, 今はバンカー｣ 等, ゴルフのプレーのアニメで表現したゴルフ好きの組もあっ
た｡ このように特にルールを作らないで, 各セルに自由な表現を任せたが, 独創的で楽しい
雰囲気が工場の中に醸成された95)｡
次に, ｢ものの置き方｣ の仕組みが再構築された｡ これには, トヨタ生産システムから多
くの考え方を取り入れている｡
① 完成品置き場は, 従来の製品品番ごとの棚に置く方法から納入日ごとの棚に置く方法に
変更された｡ 当時, ロット生産方式をとっていたが, ロットサイズを定数ロットから10日分
ごとの期間ロットに変更したので, 10日分の納入品以外に完成品があれば, 管理状態ではな
いということが分かる｡ セル・リーダーは自分でこの棚に運んで, 日付ごとに棚に載せる際
に, もう一度品質を目視でチェックする｡ このことによって ｢ポカミス｣ を発見することが
できた｡ また, 従来は時間を要していた出荷の時のピッキングがなくなった｡ 品番ごとに置
いていた際には, 類似製品から10数桁ある品番を一つずつ確認して運び出すピッキング作業
が発生していた｡ さらに, ｢遅れ品｣ があればすぐ発見できるという効用もあった｡ これら
の効果は甚大であった｡
② 仕掛り品はトヨタ生産方式と同様に, 工程間に整然と並べられ, 加工が遅れているもの
は, ｢遅れかんばん｣ がつけられた｡ それ以外の半製品や完成品はどこにも置く場所は存在
しなかった｡
③ 共通部品のかんばん管理を行った｡ ボルトやワッシャーのように, いろいろな部品の製
作に使えるものは ｢かんばん｣ で管理し, 使用した分だけ補充する方式を採用していた｡ し
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かし, いつのまにか使わなくなり, 在庫が積み上がっているものもあった｡ 発注元は, 最後
の発注の時に, ｢このボルトを使うのは最後ですよ｣ などとは知らせてはくれないので, プ
ル型の ｢かんばん方式｣ だけではうまく処理できていなかった｡ そこで, 組み付ける部品を
パレットから取り出すごとに, ｢かんばん｣ をそのパレットに入れておくことにした｡ かん
ばんは毎月色が異なり, 最後に出荷した月が分かるので, ６ヶ月程度, 出庫がないものは処
分していくことにした96)｡
このようにトヨタ生産システムで活用されている ｢かんばん｣ の仕組みなどを導入し, 同
工場の生産体制に合ったものの置き方の仕組みを再構築することで, ｢見える化｣ で, 工場
全体のものの流れと情報の流れがわかるように統合されていった｡
3. 組織のフラット化―中間管理職とスタッフの業務の変容―
多くのスタッフ業務や管理業務を現場のセルの業務に移行したことで, 中間管理職やスタッ
フの業務はどのように変容していったのであろうか｡
中間管理職がセル・リーダーの活動のプロセスに関して ｢上司の指示｣ と称して口出しす
ることは厳につつしんでもらうようＡ氏は指示した｡ メンバーを評価するのはリザルトだけ
にすべきであるという方針で進められた｡ そうしなければ, この小集団の長は, CSや ES
を忘れて, 上司のために仕事をするようになり, リーダーやメンバーの教育にもならないか
らである｡ 管理職やスタッフは, メンバーへの教育や業務を進めやすくする道具や情報を与
える仕組みを作ることとし, 自律性を損なう業務と支援業務は行わないこととルール化され
た97)｡ Ａ氏は中間管理職に対して, ｢現場の仕事を一番よく知っている組長を信頼して任せ
ることでよりよいマネジメントが期待できるので, 現場は組長さん達に任せよう｡ もしその
組長も知らない所があれば, スタッフが教えてあげたらよい｣ と説得していった98)｡
このような方法で, 現場の組織と業務は順調に構築されていったが, 現場の管理やスタッ
フ業務を行っていた従業員の仕事が課題となった｡ 管理職やスタッフは, 現場にスタッフ業
務を含めて権限委譲するという考え方は理解したが, 彼らにしてみれば, 自分の仕事を取ら
れることになり, 納得していないところがあった｡ 機会を見つけては現場の仕事を探してき
たという｡ 管理職やスタッフにとっては深刻な問題として受けとめられていたようであっ
た99)｡
そこで, 管理職やスタッフにはそれぞれの職位に合った, より高度な仕事をしてもらうこ
ととなった｡ 試作計画課のスタッフ業務は, 受注業務のコンピュータ処理と中長期受注予測,
新試作管理システムの研究・改善, 機能設計から生産設計への検討業務への転向などとされ
た｡ 試作課長の業務は, 人事管理, 次の工場管理法の研究および同システムの順調な運営と
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された｡ 工長の業務は, 同システムの順調な運営, および教育, 品質保証, 工場美化, 職場
環境改善などに関する特命プロジェクト担当などとされた100)｡
第四章 統合化を促進した体制
セル生産システムの導入と同時に効率的な運営のために同工場でのリーンな体制が再検討
された｡ また, セル生産システムの導入を契機として, 従業員相互の信頼関係も深まっていっ
た｡ 本章では, 同工場でのリーンな体制と信頼関係によって, セル生産システムの統合化が
どのように促進されたかについて見てみることとする｡
A. リーンな体制
1. JIT方式―プッシュ型とハイブリット型の導入―
トヨタ自動車での生産システムは, ｢かんばん｣ を用いて, 後工程から必要な物を必要な
時に必要な量だけを前工程に引き取りにいく ｢プル型｣ を基本としている｡ 同工場では, 同
社の量産工場同様に, プル型に加えて, 平準化, シングル段取り, １個流しなどの生産方式
が次々に試みられたが, 期待された成果が上がらなかった｡ 例えば, シングル段取りには,
多くの時間を割いて推進されたが, 生産性の向上には寄与しなかった｡ 頻繁に形状が変化す
る試作部品では, 治工具の検討のための時間が多くなるばかりで, 解決に至らなかったので
ある101)｡
そこで, トヨタ生産システムの ｢良いものをタイムリーに安く作る｣ という原則に立ち返っ
て, プル型とプッシュ型ではどちらがリーンであるかについて検討された｡ プル型が適合す
るのは, スーパーマーケットのようにある程度の量の在庫を店にならべておき, 顧客が買っ
た分を補充する場合である｡ 顧客がいつ来店するか何がほしいか不確定なためであり, プル
型が最適なリーンな方式であると考えられた｡ 一方, プッシュ型が適合するのは, 仕出し屋
のように, メニュー表やサンプルから選んでもらい, 前もって注文を受けてから仕入れや人
の手配を始める場合である｡ 料理の在庫はないので, スーパーマーケットよりもリーンな生
産方式であるが, 顧客情報を正確に早く入手できることが前提となる｡ このようなことから
すれば, 同工場は, 後者の仕出し屋のようなプッシュ型のほうが適合すると考えられた102)｡
さらに, 生産リードタイムを短くするために, 素材在庫や仕掛り在庫を低減させる方策が
検討された｡ 部品によっては, 基本的な形状は同じで, 部分的に形の異なる形状の注文もあっ
た｡ そのような場合は, 生産のリードタイムを短くするために, 素形材段階や熱処理段階ま
ではプル型の生産で在庫しておき, その後の工程をプッシュ型で生産を行うハイブリッド型
が有効であると考えられた103)｡
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また, どの工程でも均一に仕掛り在庫を最小にするという方法ではなく, 付加価値の低い
在庫のリーン度は緩めて, 完成品や付加価値の高くなった仕掛り品はリーン度を厳しくする
という方法で, リーン生産と短納期の両立が目指された｡ 鋳造や鍛造およびプレス製品など
の素形材はまとめて作ることを奨励し, 工程の途中段階までプル方式を使うことによりその
量を抑制しながら中間在庫を認め, 可能な限りの生産リードタイムの短縮化が行われた104)｡
このように必ずしも ｢プル型｣ にこだわらずに, 同工場の生産特性に合わせた ｢プッシュ
型｣ や ｢ハイブリッド型｣ を中心としたジャスト・イン・タイム方式が導入された｡
2. ロット生産―期間ロットの導入―
同工場の試作部品の加工では, 同社の量産工場で活用されている平準化や一個流しは, 生
産性と品質の向上には効果的ではなかった｡ 試作部品では同じ部品を長期間作ることが少な
いため, 繰り返し動作が少なく, 作業の標準化が困難で, 能率や品質に悪影響を及ぼす場合
が多いからである｡ また, 汎用機で加工するため, ポカヨケの設定が難しいためでもある｡
そこで, ほとんどの部品はロット生産が行われていた105)｡
ロット生産の場合, 定数ロット, 受注ロット, 期間ロットがあるが, 同工場では従来は定
数ロットで生産していた｡ ロットサイズ以外で受注した時には, 受注が定数になるまで生産
を遅らせたり, ロットサイズごと発注元に引き取ってもらったりであった｡ 残りの１個の受
注があるまで半年間待たせていた例もあったが, 納期遵守率50％であったので目立たず, 工
場責任者も気づかないほどであった｡ また, 発注元に不必要な分まで引き取ってもらうとい
うのは全く顧客志向ではないと考えられた106)｡
次に, 受注ロットの導入が検討された｡ ｢これがトヨタ生産システムの基本であり, 管理
がシンプルになる｣ という意見が多かったという｡ しかし, 受注ロットを採用するには生産
性と品質の課題が挙げられた｡ その当時, 外注先のプレス部品メーカーが受注ロット方式を
採用していたが, 段取り替えに85％の時間を使っているということで, 非効率であった｡ ま
た, ロット数も少ない場合も多いので, 作業の習熟度向上の側面からも効率的ではないと考
えられた107)｡
最後に期間ロットが検討された｡ 納入日の13日前に受注を確定することになっていたが,
生産計画者は, 設計変更を恐れて, 納期ぎりぎりに完成させようという気持ちが強かった｡
しかし, 設計変更を調査してみると, 月3000ロットのうち１～２ロットであったので, それ
ぐらいの無駄は許容しようということになった｡ そこで, 10日を一つの期間と定め, 一番早
い納期の受注ロットに完成日を合わせて, 10日間分をまとめて作ることに変更された｡ 一方
で, ｢10日間分もまとめて作ったらリーンな方式ではないのではないか｣ という意見が出て
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きて, なかなか理解が得られなかったが, オーナー企業の外注先が飛躍的な成果を上げたこ
とで, 同工場にも理解が広がっていった108)｡
あわせて, 不良品への対処が検討された｡ 試作部品ではある程度の不良品の発生は避けら
れないことであった｡ 従来は, その対策として, 余分に仕掛品を作ることとしていた｡ しか
しながら, いくつ余分に作るかは予想できなかった｡ そこで, ｢不良補充ロット｣ を設定し
て, プル型の ｢かんばん方式｣ で製作することになった｡ 通常のロットは受注した量だけを
生産する｡ 不良が発生したときだけ, 不良補充ロットから補充し, 不良補充ロットが少なく
なってきたら, あらたに不良補充ロットを流して補充することに変更された109)｡
不良充足ロットの運用では, 多品種な部品や新種の部品が多いなかで, 不良充足の部品の
在庫管理に時間がかかることが推測される｡ しかし, 同工場のセル生産システムでは, 不良
補充部品の管理は各セルに任せていたが, 不良数そのものが非常に少なくなったので, 目に
見えて在庫が増えるということはなかった｡ 納期遅れに対応するための客先での在庫の方が
はるかに多いというのが実態であった110)｡
なお, ロットの生産順は, セル・リーダーが決めることになっていた｡ セル・リーダーは,
納期にさえ遅れなければ, 組にとって最適な組み方を自由に設定できるので, 素材の入荷状
況や段取り替え時間, 勤務態勢や作業者の得意技などを考慮しながら計画することができた｡
裁量を活かせるところを残すことによって, コンピュータにできないセル・リーダーの采配
を残した試みである111)｡
また, 期間ロット方式であると, 生産リードタイムが短い加工品は, まとめて生産しやす
いが, 生産リードタイムの長いものは10日分もまとめることができず, ロットサイズは小さ
くなってしまう112)｡ このような場合, ロットサイズを10日だけでなく12日とか14日とか, よ
り長い期間に変更しないのは, リーンな生産思想から来ていると考えられる｡ 同方式では,
生産リードタイムの短縮化を契機にした KAIZENが進むことが期待できる｡
さらに, この取り組みを促進するために, ｢段取り替えを行っている間はものへの付加価
値を生まない｣ というスローガンを掲げながら, KAIZENを進めていった｡ 成果として, 段
取り変え回数を20％程度低減させることができた｡ また, 段取り替え回数を減らせたことは
モチベーションにも寄与した｡ 技能者は, ｢一生懸命, 新しくセットした治具や工具が, わ
ずか数個の加工の後, 取り外されるのは堪らない｣ という気持ちを持っているからである113)｡
以上のことより, 量産工場で成果をあげていたシングル段取りと小ロット化だけがリーン生
産システムにとって万能ではないことが証明された｡
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3. 人員と設備の能力バランス
人と設備の能力バランスについては, リーンな体制から考えれば, 設備も人も需要に一致
させジャスト・イン・タイムで生産するのがよいかもしれないが, 同工場では需要変動が激
しいので, どこかで変動を吸収する余裕が必要であった｡
セル生産システムの工程を作るために, 次のような手順で各セルの生産能力が検討され
た114)｡
①納期遵守率の目標を決める｡
②過去の受注状況を週単位で求めグラフを作成する｡
③人と設備の配分を決める｡
①については, 同工場では実績が50％であったが, 定時内 (残業をしないことを前提) で
目標は95％と設定された｡ 工場全体のみならず, すべての組で95％と設定された｡ 納期遵守
率については当初は約定日を基準としたが, 同プロジェクトの後半では希望日と考えるよう
になっていった｡ 希望日とは発注者が発注するとき書く納期, 約定日は受注後, 受注者が発
注者と調整して決めた納期である｡
②受注のグラフ化は週単位とされた｡ これは組長の工夫の余地を残すためであった｡
③需要増の場合は, すべての組がいっせいに忙しいということはなかったので, セル相互
で助け合う体制が取られた｡ そのため, 人員はタイトに設定され, 設備はゆとりを持たせる
ことになった｡ 具体的には人数は平均値に合わせ, 設備は受注の平均値から５％増やした能
力が設定された｡ ２週間に一度の負荷調整会議を行い, 余裕のある組から忙しい組に応援の
人員を出すことで調整された｡ そのための多能工の教育も行われた｡ 突発的な新たな部品の
受注に関しては, 新たなセルが構築された｡
このように需要変動が大きく生産品目も一定ではない同工場では, 需要変動に人と設備を
ジャスト・イン・タイムに完全に一致させるのではなく, 設備に余裕を持たせながら, 適応
性を高める方法が採られた｡
B. 信頼関係
1. トップ・マネジメントと工場責任者
Ａ氏は後年, 講演などで同プロジェクトの話をすると, ｢このようなシステムは良いとい
うことは前から言われていたが, これを進めるには相当な勇気がいるように思う｡ 一体その
勇気はどこから生まれたのか？｣ とよく聞かれ, ｢優れた部下がいたからであり, 上司にも
恵まれていたからである｡ ……すべてを信頼して任せてくれる上司, 一技術者としては徹底
的に議論してくれてその上で権限は委譲してくれる上司, 『理論的に正しいことは妥協せず
にやれ』 と応援してくれる上司などに勇気づけられる環境にあったからです｣115) と答えてい
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115) Ａ氏, 前掲資料, 127～128頁｡
たと言う｡ さらにＡ氏は信頼関係について次のように述べている｡
｢このとき, 最も大切だったのは人間関係, とくに上司との信頼関係だったと思ってい
ます｡ 当時, 私はある上司を強く, 人間的にも業績的にも尊敬し, いつも, あの人の期
待を裏切ってはいけない, と思いながら仕事をしていました｡ それが, 私の最も大きな
モチベーションだったのです｡ しかも, 彼は, 私に細かい指示をすることは無く, 困っ
たことがおきて相談に行くと 『君の考えは正しい｡ そんな事でへこたれるなんて君はた
だの男か？君の力でやってみろ』 などという人でした｡ ……と言うことで, 情の大切さ
を痛感していたのです｡ さらにその時に知ったことは, 人に信頼されようと思ったら,
まずその人を信頼することです｡ もちろん部下に対しても同じです｡ 部下に対しては,
工場のビジョンと現状をよく理解し, それに善意で行動する人ばかりである, と信頼す
ることです｡ 結果として裏切られることを恐れていたら人に信頼されることはありませ
ん｡｣116)
このように, 勇気をもたらす源泉は, 社内での信頼関係であった｡ さらに, 次のようなお
おらかな気持ちでもあった｡
｢何事もあまり完璧を期そうと思わないことです……20人に１人ぐらい異なる人がいて
も, うまくいくものです｡ 少しぐらいのミスがあったって, 会社もつぶれないし, 自分
も簡単にくびにならないだろうと思うことです｡ 少しくらいミスがあっても反省すれば
よい｡ PDCAを行えば良いのです｡ これを甘いという人もいるでしょうが, これが改革
へのモチベーション作りにものすごく大切なことだと思います｡ 私も 『私の責任で』 な
どとかっこいいことを言っていましたが, 内心は多少の失敗をしても簡単にはクビにな
らないだろうと思いながら, わりあい気楽に進めていったのです｡ これはこの時, 私の
上司に対する信頼感がきわめて高かったので, このような勇気を持つことが出来, この
プロジェクトを推し進めることができた大きな要因の一つでありました｡｣117)
Ａ氏がこのように上司に全幅の信頼感を持つことができたのは, トヨタにおける長年の会
社生活を通してトップの経営思想や方針に触れて形成されていた信頼関係による影響も大き
かったと思われる118)｡
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116) 同上資料, 128頁｡ Ａ氏へのヒアリング, 2014年９月９日｡
117) Ａ氏, 同上資料, 72頁｡
118) 例えば, トヨタには次のようなエピソードがある｡ 1955年にトヨタの当時の社長がマスターを開
発していた時期に, 同社の技術者であった中村健也氏も本格的乗用車を目指したクラウンを開発し
ていた｡ クラウンを見た社長は同車の優秀さを認め, クラウンとマスターの同時発売を指示したと
言われている｡ このエピソードからもトップ・マネジメントの真摯な経営姿勢と社員への信頼を窺
い知ることができる｡ (｢われら茨の道をゆく―トヨペットクラウン・トヨタ自動車―｣ 『第137回プ
当時の社長は, 社員に対して ｢人間がモノをつくるのだから, 人をつくらねば仕事も始ま
らない｣ と常々語っていた｡ また, Ａ氏は直接にも, ｢技術なんてそう簡単にできるもので
はない｡ 私の指示があったって, 君のベストだと思う方式でやればよい｣, ｢なに？君の専門
ではない？そんなことで仕事はできるか？｣ と叱咤激励されることもあった119)｡
その次の社長からも, ｢企業は成功した方針に拘ることで会社をつぶしてしまう｡ 今成功
しているトヨタ生産方式に対し, 君は“アンチトヨタ生産方式者”になれ！｣ とも激励され
ている120)｡
このようなトヨタの経営思想は現代にも受け継がれ, 現社長が社員に向けた本年度の会社
方針として, ｢職場の皆さん, 一人ひとりに至るまで, 自分なりに会社や職場, 仕事のビジョ
ンを思い描き, それぞれの立場での方針を自ら考え, 実行していただきたいと思います｡ 自
分が自分のリーダーとなり, 必要であれば, 仕事の仕組みややり方も, 思い切って見直して
いただいていい｣ と述べている｡ 同じく現社長は, ｢傑出した一人のリーダー, 経営者に依
存するのではなく, それぞれの現場から経営トップに至るまで, ときには衝突し, ときには
調和しながら, 日々の職場運営, ひいてはトヨタという会社の舵取りにあたっていく｡ それ
が, 世間でよく言われる, 日本のモノづくりの強みである 『すりあわせ技術』 につながって
いるのではないか｣ とも述べている121)｡
このように経営者が絶えず社員を信頼して仕事を任せる強い意志を示し, 社員はその信頼
に応えて, それぞれのミッションを達成するために仕事に取り組むという信頼関係が基盤と
なっていたと考えられる｡
2. 工場責任者と現場の従業員, 現場の従業員同士
第三章の B5 の１の①～⑤のような取り組みをしたことで, 工場責任者は従業員との信
頼関係が良好になっていったように感じたという｡ 機械の陰から飛び出してきて, ｢Ａさん,
今度こんな工夫をしたから見てください｣ などと言ってくれたりすることも多くなったとい
う122)｡
文化人類学者の中根千枝は, 日本人にとっての個体認識による社会学的単位は欧米人のよ
うに個人ではなく集団であり, 仕事の協力と場の共有を基盤とする小集団であると解明して
いる｡ そして, 小集団のサイズは, 構成員がほとんど毎日, 顔を会わせたり, よく知った仲
間に限定されるので, 二人～十数人が常であり, それ以上大きくなると, 制度的な区分やイ
ンフォーマルなサブ・グループに分かれていくとし, 次のように特徴を述べている123)｡
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ロジェクトＸ ～挑戦者たち～』 NHK総合テレビジョン, 2004年２月27日｡)
119) Ａ氏 ｢トヨタ成長の原動力―弁証法の世界―｣ 桃山学院大学・生産管理論特別講演, 2014年５月
13日｡
120) Ａ氏, 同上講演｡
121) トヨタ自動車 ｢2014年度グローバル会社方針｣ TOYOTAクリエイション2014年４月号, 2～3 頁｡
122) Ａ氏へのヒアリング, 2013年５月27日｡
123) 中根千枝 『タテ社会の力学』 講談社学術文庫, 2009年, 23～24頁｡ ｢理想的には５人～７人である｣
この小集団の典型的な例は, 伝統的な農村における ｢家｣ に見ることができ, 家族を仕事
の単位としない場合は ｢仕事仲間｣ に見られる｡ 日本人が心理的安定を保ち, 個人として活
発に行動し, 社交を楽しみながら仕事をするときには, このような小集団の中にいるときで
ある124)｡
同工場では, １つのセルで自己完結した業務を行い, その人数は, 平均的には10人程度で
あったので, 中根が研究対象とした社会学的単位としての小集団であると言える｡ もともと
QC活動などで現場のモチベーションが高い同工場であったが, セルという小集団に分割し
た人間関係を基盤としたセル生産システムの構築で, 従業員はお互いに信頼し, モチベーショ
ンを高めていったものと思われる｡
おわりに ―トヨタの開発試作工場の現代的意義と課題―
１. まとめ
セル生産システムのような自律分散型組織においては, それぞれのセルにどのような自律
性を持たせるか, と同時に分散したセルをどのように統合化するかが課題となる｡ 同事例で
は, 各セルにおいて, 作業レベルを超えて, 関係する社内外の部署との直接折衝も含みなが
ら製造全体を統合化した業務を行うもので, そこでの課題は次のように対応策が考えられた｡
まず, 専門性については, 職務拡大と職務充実を進めることで従業員の能力が高まり, 社
内外の関係部署との直接折衝で発注元のニーズやウォンツに合わせた提案ができるようになっ
た｡ もちろん, 専門能力を高めるための教育が行われ, 新たな課題に関しては, モデルのセ
ルで実験的に試行錯誤しながら解決策が模索されていった｡ 当時, 普及しつつあったコンピュー
タ化の進展を取り込んだ影響も大きかった｡ また, 各セルの情報や知識に制約されて知識の
幅が狭くなるという適応性の低下はなく, むしろ自律的な新たな挑戦が見られた｡ セルとセ
ル, セルと他部署, セルと外注先との統合は, 直接折衝によるメリットのほうが大きく, デ
メリットであるコンフリクトは, 明確な仕事の区分や工場責任者の調整によって避けられた｡
工場全体として, 全体会議や見える化, スタッフ部門の業務変更などでさらに統合化が推し
進められた｡
同工場では, このようなセル生産システムの統合化の取り組みがあったが, さらに統合化
を促進した体制もあった｡ トヨタ生産システムの基盤になっているリーンな体制と信頼関係
である｡ トヨタの量産工場では, ｢かんばん｣ を用いた ｢プル方式｣ を基本としているが,
｢良いものをタイムリーに作る｣ というトヨタ生産システムの原則に立ち返り, 同工場の JIT
に関しては, ｢プッシュ方式｣ と ｢ハイブリッド方式｣ が採用される｡ また, 期間ロットに
よる受注生産が適用される｡ 人員と設備のバランスではフレキシブルに作業ができるよう設
備に余裕をもたせた｡ このように同工場にとって最適なセル生産システムが構築されたので
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ある｡ さらに, トップ・マネジメントと工場責任者との長期間に形成された信頼関係, 工場
責任者と作業者達との信頼関係も良い影響を与えたと考えられる｡
一方で, 同工場でのセル生産システムの構築とその運営は, すでに同社に定着していたリー
ン生産システムをベースに進められていた｡ したがって, リーン生産システムが導入されて
いない工場では同事例のようなセル生産システムを導入するのは容易ではないと思われる｡
2. 現代的意義
現代の日本の製造業において, 国内工場は研究開発拠点やマザー工場としての役割が強ま
る中で, トヨタの開発試作工場での先駆的試みとその成果はおおいに参考になろう｡ 近年で
は, 日本の製造業にはセル生産システムがかなり普及しているが, 先端部品を絶えず変種変
量生産するために高度の適応性を発揮しながら生産性を向上させた同事例は現代においても
先駆的なものである｡ また, 我が国では終身雇用制を採用している企業が多いので, 同事例
のように長期間の信頼関係や自律性を強みとしたマネジメントが参考になろう｡
一方で, 規格大量生産品や生活必需品を作っている企業では, 高い生産性を保つためには
従来の生産システムのほうが適合するかもしれない｡ また, 従業員の教育が不十分な組織で
も従来型の組織の方が安定的に生産活動ができるのではないかと思われる｡ 発展途上国のよ
うに生産量を優先したい地域でも同様であると考えられる｡ 先進国であっても, 経営者や管
理者の経営哲学が欠如している会社では, 従来のシステムよりはるかに経営者や管理者にリー
ダーシップと緊張感が必要な同工場のようなセル生産システムの導入は困難であると考えら
れる｡
3. 課題
(１) フラット化に伴う中間管理職の役割
同工場でのフラット化では中間管理職の公式組織をそのままにしておきながら, フラット
な組織に移行したので, いくつかの弊害が現れた｡ 第一に, この３階層の業務に重複がある
ように思われる場合があった｡ 組長の成長で工長の製造現場での業務が必要ではなくなった
が, 工長の権威的な視点から見れば組長と重複しているように見られた｡ 第二に, 工長層の
モチベーションの問題である｡ 工長には特命プロジェクトの業務が割り当てられたが, 適任
の工長ばかりではなかった｡ 第三に, 組長が多くの問題を抱えすぎているのに, スタッフが
タイミングよくそれらを見つけ出すことができない場合があったことである125)｡
会社の組織との関係もあるが, スタッフ組織の公式組織の見直しも必要であったかもしれ
ない｡ 将来の量産化技術への展開にあたっての課題などを見過ごすこともあった126)｡ 様々な
課題がセルごとに検討されるので, 全社的に展開していくような課題を検討する常設の部署
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も必要であったかもしれない｡
このように中間管理職の業務が変容したにもかかわらず中間管理職が折りに触れて現場の
仕事を担当したがったが, マズローの欲求階層説によれば, 他人との協働や人間関係を求め
る ｢社会的欲求｣, および他人から尊敬されたいという ｢尊厳の欲求｣ などの欲求が満たさ
れないために, 現場の権限に対する執着を捨てることができなかったのではないか｡ スタッ
フも今まで同じ集団で働いていた人間関係が変容し, ｢社会的欲求｣ が満たされなくなった
のではないか｡
中根千枝は, 社会集団を ｢資格｣ と ｢場｣ の２つの原理でとらえることができると提唱し
ている｡ 資格とは, 出自, 学歴, 地位, 職業などの社会的な個人の属性である｡ 同じ資格の
集団としては, インドの同じカーストの集団などが挙げられ, 同じ属性を有する個人で構成
されている社会集団での人間関係を ｢ヨコ社会の人間関係｣ と呼んだ｡ 一方, 場とは, 資格
の相違を問わず, 地域や職場のように, 一定の枠の中に個人が集団を構成している社会であ
る｡ 資格の相違を乗り越えるために情的な結びつきを持ち, たえざる直接的接触がおこなわ
れるため, パーソナルな人間関係が形成される｡ また, 集団内では人々の序列意識が強く,
そこでの人間関係を ｢タテ社会の人間関係｣ と呼んだ127)｡
｢タテ社会の人間関係｣ から見れば, 日本のように序列意識の強い社会においては, 中間
管理職はせっかく長い時間をかけて階段を上がってきたのに, 部下である組長に権限委譲す
ることは自分のステータスを持って行かれたように感じたのではないか｡
また, 権限だけでなく, 自分の最も大事な社会 (小集団) を取りあげられたように感じた
のではないか｡ 欧米のように専門分化が中心の ｢ヨコ社会の人間関係｣ ではむしろ歓迎され
る組織化であったが, 日本社会のような人間関係においては新たな挑戦であったと考えられ
る｡
Ａ氏にとっては, 限られた期間の責任者であったので, さらなる調整を実施する時間がな
かったと思われるが, 中間管理職やスタッフ組織のもう一層の見直しが必要であったかもし
れない｡ 長年, ｢タテ社会の人間関係｣ になれてきた従業員は, 理論的には納得できても,
感情的には納得できないところがあったと思われるので, 中間管理職とスタッフ職の従業員
達を新たにグループ化することで, 彼らの小集団 (場) を提供することができたかもしれな
い｡
あるいは, スタッフと作業者の混在したセルの編成も考えられたと思われる｡ ボルボでは
そのような取り組みもなされている128)｡ しかしながら, 現場のセルにスタッフを組み入れる
と作業者がスタッフに改善活動を依存してしまい, 作業者の能力が高まらないことになった
かもしれない｡
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(２) 情報漏洩への対策
上述のように外注先とも現場同士が直接折衝し, 技術的な議論をするようになると, ｢情
報漏洩｣ の問題は起きなかったのであろうか｡ 同工場では, 情報漏洩に注力するあまり, お
互いの信頼関係を崩すことの損失の方が大きいと考えられ, 特段の対策はとられていなかっ
た129)｡ 外注先にしても, 長期的な信頼関係を築いてきた中で, メーカーとの長期的な取引関
係が破綻を来すような事を行うメリットがなかったと思われる｡
また, 情報漏洩は, 組織に何らかの不満をもつ従業員が主導すると推測されるので, その
ような不満が起こるような原因を避け, 従業員満足度を高めることである程度, 防ぐことが
できると考えられる｡
しかしながら, 昨今のようにグローバル化が進展する中では, 知的財産管理も重要な課題
と思われる｡ 同工場でもその後は知的財産管理が導入されている｡
(３) セル生産システムの継続性
同工場では, セル生産システムの導入によって工場現場が統合化され, 成果をあげたが,
Ａ氏が担当している時期だけでなく, その後も継続していくことができるのかどうかが課題
となる｡ これについて, Ａ氏は次のように述べている130)｡
｢私の資料に書いてあるものはうまく行ったものばかりで, 実際は沢山の試行錯誤の結
果の生き残りだけです｡ 私がアイデアを出し続ける限り成員は高いモチベーションで仕
事を続けてくれましたが, 私が立ち止まっていたらどうなっていたか分からないような
気がします｡｣
確かに同工場のセル生産システムは, 現場の自律性とトップのリーダーシップの両方が求
められる仕組みである｡ 同工場では, その後もセル生産システムが継続されているが, その
理由についてＡ氏は次のように語っている131)｡
｢まず生産管理用のコンピュータシステムをセル完結型に変えることだと思います｡ 次
に, 生産管理に関わる中間管理職を可能な限り少なくし, 新しい業務を与えること, 技
能者に“モノづくりのための作業”から真の“モノづくりの喜び”を知ってもらうこと｡
つまり, 成功体験を見せ, 体験してもらうことだと思います｡｣
同工場のセル生産システムは, セル用のコンピュータシステム, フラット組織, メンバー
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129) Ａ氏へのヒアリング, 2014年７月27日｡
130) Ａ氏へのヒアリング, 2013年７月18日｡
131) Ａ氏へのヒアリング, 2014年４月20日｡
のモチベーションそして工場管理者のリーダーシップなどが統合化されたものでその後も維
持されていると言えよう｡
(４) 工場責任者の育成
工場責任者のＡ氏は, 1989年度の人事異動で同工場から他部署に移ることになったが, そ
の前に工場責任者の後継者を育成していなかったことが課題に挙げられる｡ 次の工場責任者
は, 中間管理職が現場にあまり関与していないことに驚き, このような仕組みを把握するの
に少し時間が必要であった132)｡
同工場のように現場の自律化をベースに適応性を高めるセル生産システムにおいては, 統
合化が重要な課題となる｡ その統合化の過程の中で, 同事例で見てきたように, 工場責任者
のリーダーシップと信頼関係が重要である｡ 工場責任者のリーダーシップに関してはセルと
全体の統合化のみならず, セルとセルの統合化, セルと他部署の統合化等の際に, 極めてトッ
プダウン型のリーダーシップが求められる｡ セルに直接, 工場責任者の考え方を浸透させる
一方で, 組織内外とのコンフリクトを解消しなければならない｡ また, セルの自律性が求め
られるシステムであるので, 従業員のモチベーションを高めるためには, 工場責任者と現場
の従業員と信頼関係がベースとなる｡ ついては, このような工場管理者として適性があり意
欲がある後継者に限られる｡ サラリーマンの常として人事異動は予測できないものであるが,
工場責任者の後継者を育成しておかなければ, この仕組みの引き継ぎを円滑に行うことは容
易ではなかったと思われる｡
謝辞) トヨタ自動車株式会社・生技開発部長として同事例のセル生産システムならびに組織改革を推
進された後, 株式会社豊田中央研究所・取締役副所長などを歴任された高瀬公宥氏 (本稿ではＡ氏と
表記した) には, 開発試作工場での様々な挑戦についてお話いただいたのみならず, 筆者の質問に懇
切丁寧にお答えいただき, 深く感謝申し上げます｡ また, 同社の開発試作工場の試作計画課係長を経
て第三試作課課長などを歴任された谷本巌氏 (本稿ではＩ氏と表記した) にも, 貴重なご経験をお話
いただき, 厚く御礼申し上げます｡ 当時の組長として実際にセルを運営された大津光博氏と金井邦文
氏には様々な取り組みについてお伺いさせていただきました｡ さらに, お二人の上司の工長であられ
た鈴木元夫氏にもインタビューの機会をいただきました｡ 紙面を借りて心より謝辞を申し上げます｡
付記) 本稿は, 桃山学院大学2013年度特定個人研究費による研究成果である｡ また, 桃山学院大学
2013年度特別研修の成果でもある｡
(2014年10月10日受理)
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132) Ｉ氏へのヒアリング, 2014年10月２日｡
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Integration of Factory Operations
by Introduction of Cell Production Systems :
Challenges of Toyota Development and
Prototype Factory in 1980’s
SHINOBU Chikako
The Cell Production System with an autonomous and decentralized organization, has
challenges on how each cell integrates itself with other cells as well as, on how it manages itself
autonomously. In this system each cell manages their operations and transactions with other
departments or outsourcing companies.
As operators’ technical abilities grew by advancing job enlargement and job enrichment, they
became able to propose ideas to match customer’s needs or wants. For this purpose, various
education to enhance operators’ technical abilities were conducted. In a model cell they sought
solutions of the challenges by repeating trials and errors. In each cell, adaptability was not
obstructed by limited knowledge and information that cell has, and operators autonomously
challenged new KAIZEN. At that time computer technology that were being widely used,
affected cell production system. Integration of a cell with other cells, with other departments, and
with outsourcing companies, enhanced merits by direct transactions, while avoided demerits
through clear division of works and coordination by the factory manager. Integration of factory
operators was advanced furthermore by enhancing “visualization (implementation of visual
control)” and by changing jobs of staff.
In this factory employees noted again the principle of Toyota production systems that make
excellent quality products at just-in-time. In the results they thought that this factory is better
suited with “push system” and “hybrid system” rather than “pull system” of production.
Concerning production lot, they made use of period lots for production to order. Concerning the
number of operators and equipments they prepared capacity buffer for working flexibly.
In this factory the trust relationship between top management and factory manager, factory
manager and operators, gave good effects for the integration of cell production systems.
In this way cell production systems of the case were constructed on the foundation of lean
production systems. It seems that for a factory without any foundations of lean production
system, it is difficult to construct these cell production systems as this factory developed.
